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1 はじめに 
 

1-1 本業務の目的 

 倶知安町ニセコひらふ地区におけるエリアマネジメントに関し、2015 年度に「これからのエリアマネジ

メントに関する調査研究業務」を実施し、ニセコひらふ地区の将来像とそれに向けた課題について整理を

行った。その結果を踏まえ、行政の意向と住民の意向の調整を図り、同地区で行政とエリアマネジメント

を担う住民組織として想定する「ひらふまちづくり組織（仮称）」の役割を明確にし、具体的なアクション

へつなげるための支援を行うことを目的とする。 

  

1-2 本業務の取り組み 

 本業務では具体的に次の業務を行った。業務内容と本報告書内の記載の対応は下表のとおりである。 

 

業務内容 本報告書 章番号 

（１）「まちづくり組織」の適切な機能・役割・財源案の提示 

住民側の意向と行政側の意向を検討資料作成のうえ調整し、「まちづくり組織」の適切

な機能・役割・財源案を資料作成のうえ提示する。 

3 章・4 章 

（２）今後のニセコひらふ地区のエリアマネジメントの進め方の提示 

「まちづくり組織」による今後のニセコひらふ地区のエリアマネジメントの進め方、

併せて行政が担うべき新たな行政サービス展開について資料作成のうえ提示する。 

3 章・4 章 

（３）2015 年度事業成果の住民報告会の開催 

2015 年度業務において、庁内ワーキングで検討してきた成果を住民に対して説明し、

それに対する意見集約を行うため、住民説明会を開催する。 

そのための説明資料を作成するとともに、議事の記録を行う。2016 年度の（１）（２）

を検討するための基礎情報として活用する。 

5 章・6 章 

（４）ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議の運営 

（３）での意見集約結果も踏まえ、（１）（２）について討議、取りまとめを行うため、

「ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議」を開催する。6 月、9 月、12 月の年

度内 3 回会議を想定し、そのための検討資料を作成するとともに、議事の記録を行う。 

7 章 
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2 2015 年度「これからのエリアマネジメントに関する調査研究業
務」の概要 

 

2-1 15年度「これからのエリアマネジメントに関する調査研究業務」の位置づけ 

 「これからのエリアマネジメントに関する調査研究業務（以下、15 年度調査研究業務と書く）」は倶知安

町ニセコひらふ地区におけるエリアマネジメントに関し、倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント

条例（平成 26 年倶知安町条例第 24 号）の規定に基づき、これからのエリアマネジメントについて今後の

行政サービスとの関係を踏まえて、相応しいあり方を検討することを目的で実施された。 

15 年度の調査結果、ニセコひらふ地区の将来ビジョンは「ニセコひらふレジデンシャル・リゾート構想」

として取りまとめられている。しかし、構想という特性上、１）実現に向けた具体的な方法や障壁につい

ては十分には検討されていない、２）また、ニセコひらふ地区に住み事業を実施する住民については、適

宜ヒアリング調査を行うことによって意見を取り入れたりしているものの、住民の合意を得て策定された

ものでもない、という限界があった。 
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図表1. これからのエリアマネジメントに関する調査研究業務報告書目次 

序章 本調査研究の主旨 

序－１ 目的 

序－２ 本調査研究の位置づけ 

序－３ 調査研究の取り組みプロセス 

１章 ニセコひらふ地区における取り組みの変遷と本調査研究の位置づけ 

１－１ ニセコひらふ地区の動き（平成以降） 

１－２ これまでの主な取り組みや計画の変遷（平成以降） 

１－３ 関係する現行計画におけるひらふ地区の位置づけ 

１－４ これまでの取り組みの成果と本調査研究に求められる視点 

１－５ 本調査研究の構成 

２章 ニセコひらふ地区の現状と課題 

２－１ 倶知安町及びニセコひらふ地区の概要 

２－２ スキー場及び関連施設・サービスの現状 

２－３ ニセコルール 

２－４ 観光資源・観光施設・イベント・滞在プログラム 

２－５ 観光客の実態 

２－６ ニセコひらふ地区の空間 

２－７ 空間規制の実態と問題 

２－８ 交通アクセス 

２－９ 観光推進組織 

２－１０ 財源及び予算 

２－１１ ニセコひらふ地区の課題 

３章 ニセコひらふ地区らしさと目指す方向性 

３－１ ニセコひらふ地区の特徴 

３－２ どういう地域を目指すべきか？ 

３－３ 一般論としての国際化についての考え方 

４章 目標像実現に向けた課題解決の方向性 

４－１ 国際化に対応した住環境 

４－２ 国際化に対応した観光まちづくり 

４－３ 国際化に対応した行政サービス 

４－４ 国際化に対応したスキー場 

４－５ 国際化に対応したアクティビティ 

４－６ 国際化に対応したリゾートタウン 

４－７ 国際化に対応した交通環境 

５章 エリアマネジメントの考え方の原則と方向性 

５－１ エリアマネジメントの考え方 

５－２ エリアマネジメントにて取り組む事業の検討 

５－３ エリアマネジメント組織の役割 

５－４ エリアマネジメント組織に求められる「公益性」 

６章 次年度以降の進め方 

６－１ 次年度以降取り組むべき議題の柱 

６－２ 次年度の進め方 
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2-2 15年度調査研究業務の概要 

ニセコひらふ地区におけるエリアマネジメントの議論については 2011 年から、地元において CID/BID 検

討委員会を主体として取り組まれてきており、その検討の成果を踏まえて「倶知安町ニセコひらふ地区エ

リアマネジメント条例」が制定されたという経過がある。ひらふ地区では外国の不在不動産所有者の急激

な増加など、急速なグローバル化の進展に伴う課題が出てきている。国際的な観光リゾート地としての発

展を目指していくためには、それらの解決に向けて地域が主体的に取り組んでいく必要があり、エリアマ

ネジメントはそのための重要な政策手法である。 

しかしながら、これまでの自治体による行政サービスとは別に、新たな運営主体と新たな財源によるま

ちづくりの仕組みをエリアマネジメントとして構築していくためには、多くの解決すべき事項がある。特

に新たな財源調達の手法については、どのような施策、事業を行っていくのかについての長期的な見通し

を示し、さらにその財源を負担する側の理解を得ていくなど、具体化に向けての丁寧なプロセスが欠かせ

ない。 

このような問題意識から、ＷＧでは、エリアマネジメントの実施主体や活動財源について議論する前提

として、あらためてニセコひらふ地区はどういう地区を目指すべきなのか、そしてその実現を図るために

は、行政、民間、住民がどのような役割を果たしていく必要があるのかを検討し、そこから新たなエリア

マネジメントによって担うべき活動を探っていくこととした。ニセコひらふ地区の全体像の把握について

は、本地域の現状や、他地域との比較などによる分析を行うとともに、将来像については、訪れる観光客

が生活するように滞在できるだけでなく、地区に生活する人や事業を営む人などにとっても快適に生活で

きる地区を目指すための「レジデンシャル・リゾート（仮称）」構想を提案した。その上で取り組むべき視

点を 7 点にまとめ、そこから取り組みの方向性を掲げ、その中でエリアマネジメントによる活動が想定さ

れるものを整理した。 
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図表2. 15年度調査研究業務の考え方 
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像
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）

～
日
本
人
も
外
国
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快
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に
生
活
で
き
る
リ
ゾ
ー
ト
～

観光リゾートの変革
「訪れて良し」

地域マネジメントの変革
「住んで良し」

Ⅳ 国際化に対応したスキー場

日本人・外国人が楽しめるスキー場

Ⅴ 国際化に対応したアクティビティ

日本人・外国人が季節を問わず楽しめるリゾート

Ⅵ 国際化に対応したリゾートタウン

日本人・外国人が滞在を楽しめるリゾート

Ⅶ 国際化に対応した交通環境

日本人・外国人が訪れやすいリゾート

Ⅰ 国際化に対応した住環境

日本人・外国人が住みやすい環境づくり

Ⅱ 国際化に対応した観光まちづくり

日本人・外国人共同の観光まちづくり

Ⅲ 国際化に対応した行政サービス

生活と観光を支える充実した行政サービス

目指すべき方向性取り組む視点目標像
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行政が解決すること

Ⅳ 国際化に対応した
スキー場

Ⅴ 国際化に対応した
アクティビティ

Ⅵ 国際化に対応した
リゾートタウン

Ⅶ 国際化に対応した
交通環境

Ⅱ 国際化に対応した
観光まちづくり

Ⅰ 国際化に対応した
住環境

Ⅲ 国際化に対応した
行政サービス

目指すべき方向性

民間事業者
が解決すること

住民
が解決すること

エリアマネジメント組織
が解決すること

その他組織
が解決すること

観光推進組織
が解決すること

主体 財源

主
体
と
取
り
組
み
に
あ
わ
せ
た
財
源
の
検
討
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2-3 15年度調査研究業務の結論と今後への方向性 

 

 15 年度調査研究業務の検討結果、エリアマネジメント組織の役割案として次の 4 点が挙げられた。 

 

●ニセコひらふ地区と行政との調整役としての「エリアマネジメント組織」 

外国人居住者の増加、コミュニティの変容、町内会組織の機能低下などを踏まえると、エリアマネジメ

ント組織は、行政と地域とを繋ぐ橋渡しとしての機能を有することが期待される。 

 

●ニセコひらふ地区内のコミュニケーション促進役としての「エリアマネジメント組織」 

町内会に代わる地区内のまとまりや結束を高めるための役割がある。新たに入ってくる事業者に対し、

地域ルールと地域の将来像を伝え、理解を促す取り組み、住民や従業員向けの地域イベントを企画するこ

となどが考えられる。 

 

●ニセコひらふ地区の観光戦略頭脳の一部として「エリアマネジメント組織」 

観光まちづくり組織としての役割をエリアマネジメント組織が担う場合、行政による観光政策の推進を

補助する役割が期待される。地区内の民間事業者の意見を束ね、行政とともに目指す方向性を検討・実現

する役割が考えられる。 

 

●ニセコひらふ地区を訪れた観光客への対応業務 

観光客への案内や滞在プログラムの一元的な予約受付など、民間事業者と観光客との間に入って観光客

の滞在を支援する役割を担うことが期待される。 

 

図表3. これからのエリアマネジメントに関する調査研究業務におけるエリアマネジメント組織の位置づけ 
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2-4 16年度業務との関係性 

 15 年度報告書では、2016 年度以降の進め方として次の 2 点が示されている。 

 

(1) 調査研究からエリアマネジメントの実現へ 

• 2015 年度の検討をもとに、2016 年度はエリアマネジメント組織の果たす役割について、住民の方々

のご意見を踏まえて検討を続けていく。特に住民の方々との議論が必要な点は、 

  ①何を住民組織（エリアマネジメント組織）で実施するのか 

  ②何を新たな行政サービスとして実現可能か 

 

(2) ニセコひらふ地区の望ましい空間のあり方の検討へ 

• また、ニセコひらふ地区はこれまで開発型の発展を遂げてきたが、その結果、宿泊容量は 10,000

人/日を突破するほどになっている。今後も開発型の発展を続けると、地域の空間的な質に悪影響

を及ぼす可能性もある。そこで、ニセコひらふ地区の良好な環境形成のため、望ましい空間のあ

り方を検討する。 

 

 本報告書は、(1)を受けて取り組む業務である。これからのエリアマネジメントに関する調査研究業務は

行政内部の議論によって実施されたものであった。そこで、16 年度はその結果を住民に広く報告するため、

15 年度調査研究業務報告書の概要版を作成した上で、報告の場（住民懇談会）を持つこととした。住民懇

談会を経て、新たに地元事業者数名が参画した「ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議」を立ち

上げた。 

なお、(2)については、倶知安町観光課・総合政策課・まちづくり新幹線課の協働で 16 年度に「ニセコひ

らふ地区の望ましい空間のあり方に関する検討業務」として取り組んでいる。 
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3 なぜニセコひらふエリアに行政支援のエリアマネジメントが必
要か？ 

 

3-1 なぜエリアマネジメントが必要か？ 

 ニセコひらふ地区はここ 10 年で日本でも有数の国際観光地に成長した。ここで言う「国際観光地」とは

単に観光客に外国人が多いということに留まらない。観光客を受け入れる地域側にも外国人、すなわち外

資が多く入ってきているということである。 

 その結果、我が国では比類のない、そして想定できない問題が起きている。具体例を挙げれば、日本人

居住者の減少による町内会機能の低下、外国人の不在地主の増加による地域住民間のコミュニケーション

の困難化などである。こうした問題に対し、4 章で整理するように様々な既存組織が従来の枠組みの中で解

決を目指した取り組みを行ってきたが、限界が生じている。 

こうした状況を踏まえると、行政としてもしっかりとしたサービスを提供すると共に、民間としても地

域の魅力向上に資するエリアマネジメントに取り組んでいく必要がある。 

 

3-2 なぜ行政の支援が必要か？ 

 様々な問題を抱えるニセコひらふ地区だが、倶知安町全体にとって見れば国際観光地となったことによ

る様々な経済的なメリットを享受しているのもまた事実である。 

 ニセコひらふ地区のエリアマネジメントに町が財政的な支援をすることによって、中長期的に見ると町

全体へのメリットとなる。具体的には、次の 4 つの段階を経る。 

第一段階：町の財政支援を受けてニセコひらふ地区でエリアマネジメント活動が開始されることにより、

地区に魅力アップが図られる。 

第二段階：地区の魅力アップは不動産価値の向上に資するものとなる。そのため、更に国内外からの投資

を呼び込むことに繋がる。また、観光客の滞在時間向上や消費単価の向上にも貢献するため、観光がもた

らす消費額が増加する。 

第三段階：観光がもたらす消費額の向上や投資拡大による更なる開発は法人税や固定資産税の増加に繋が

る。つまり、町の収入である税収が増加する。また、消費額や開発は観光産業のみの利益ではなく、建設

業や飲食業、農業など倶知安町内の幅広い産業にその効果は波及する。 

第四段階：税収の増加によって、ニセコひらふ地区のみならず倶知安町全体の行政サービスの質の向上が

見込まれる。近隣市町村との差別化を図った行政サービスの提供は人口増加にも寄与することとなり、倶

知安町全体の持続的発展へと繋がる。 

 このように、観光投資や観光消費が莫大なものであるニセコひらふ地区のエリアマネジメント活動に対

する小規模な投資によって、倶知安町及び町民は多くのリターンを受けることができる。 
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4 エリアマネジメントのあり方についての検討 
 

4-1 エリアマネジメントの位置づけ、既存組織との調整や役割分担 

(1) 既存組織の整理 

 エリアマネジメント組織の位置づけを検討するためには、まず既存組織の現状を整理する必要がある。

ヒアリング等に基づき、既存の組織を整理すると次の通りとなる。 

 

①行政 

 倶知安町行政組織規則によると、エリアマネジメントを所管するのは総合政策課総合政策係と定められ

ている。また、観光課は 2016 年 4 月より事務所機能をニセコひらふ地区のサン・スポーツランドくっちゃ

んに移転しており、ニセコひらふ地区の居住者や事業者との連携が今後強まっていくと期待される。 

 

②町内会 

 町内会は一般的に任意団体であり、区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、良好

な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことが目的である1。ニセコひらふ地区は、字

山田に第 1～第 4 町内会、樺山地区に樺山町内会が存在する。日本人居住者の多い第 4 町内会や樺山町内会

は現在まで町内会活動が活発に行われている。また、第 1 町内会は大手事業者が町内会の事務局を担い、

ある程度の機能を維持している。しかし、ロウアーヒラフエリアにあたる第 2～第 3 町内会は日本人居住者

が減少し、不在地主が所有するコンドミニアムが増加したことから町内会費を徴収できなくなり、活動が

十分になされているとは言い難い。 

 街路防犯灯の整備は町内会が行うこととなっており、行政は白熱灯および LED 照明の設置に対する助成

を行っている。設置総経費のうち、白熱灯は 1 基 2 万 5 千円、LED は 1 基 6 万円を限度に助成し、防犯灯

電気料については商業地域 45％、その他地域 85％を交付金として支援している。ニセコひらふ地区では、

字山田は商業地域のため 45％、字樺山はその他地域のため 85％の交付金を受けている。 

しかし、特に第 2・第 3 町内会のエリアは建物の殆どがコンドミニアムに変化しているため、（数少ない

日本人居住者で組織される）第 2・第 3 町内会で 1 軒 1 軒のコンドミニアム管理会社を調べ電気代負担を要

請することは困難である。結果、数軒の居住者で町内会エリアの電気代を負担することになるが、それに

は限界がある。また、街路防犯灯の電球が切れていても少ない人手ではチェックが遅れる可能性もあり、

結果的に町の安全・安心を損なう可能性も否めない。 

観光地として街路防犯灯が点灯している必要があり、観光協会ひらふ部会が第 2・第 3 町内会のエリアの

街路防犯灯の維持を町に依頼している状況である。 

                                                 

1 総務省 HP（http://www.soumu.go.jp/main_content/000307324.pdf）より 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000307324.pdf
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③一般社団法人倶知安観光協会 

一般社団法人倶知安観光協会は「観光産業の発展を図り地域経済の繁栄に寄与する2」ことを目的として

おり、2012 年に一般社団法人化をした。2016 年度の会員数は 302 法人・団体である。組織の活動を支える

のは町からの補助金のほか、会員からの年会費や各種協力金、事業収入などがある。 

主に次の事業を行っている。 

・ まちの駅ぷらっと、倶知安駅案内所にて観光案内、ゲスト対応 

・ グリーンシーズン活性化事業（長期滞在促進、サイクルツーリズム促進） 

・ 域内の経済循環促進事業（域内バス運行、ウェルカムセンター対応） 

・ 観光地づくり、コミュニティ維持（ひらふ祭り運営、安全センター運営） 

 後述の NPB との棲み分けは、倶知安観光協会は倶知安町内の事業者のみが加盟し、主に国内向けのプロ

モーションを展開するのに対し、NPB はニセコ町を含めた広域的なニセコエリアの事業者を取りまとめ、

外国人観光客向けに情報発信を行っている点で異なっている。 

 

④一般社団法人倶知安観光協会ひらふ部会 

 ニセコひらふ地区の地域課題を解決する任意団体の組織として「倶知安観光協会ひらふ支部」が長年活

動を行ってきた。「倶知安観光協会ひらふ支部会則」第 2 条によると、「本会は、倶知安観光協会下部組織」

としての位置づけであったが、実際の運営や予算は倶知安観光協会から独立していた。活動目的は、 

 1 観光資源の調査、観光開発計画の推進 

 2 観光資源の宣伝並びに観光客の誘致、案内斡旋紹介 

 3 観光事業及び関連事業の育成強化並びに観光事業誘致促進 

 4 地方産業の紹介、観光土産品の推奨及び研究 

 5 観光行事、関連行事の主催又は共催 

 6 関係諸機関との連絡要請、陳情提言を図る 

 7 会員に対する情報活動推進 

 8 電気通信事業に関わる業務 

 9 その他本会の目的達成のため必要な事業 

とされ、活動内容はイベント実施や観光案内所の運営、HP の管理、中央公園整備、花壇整備など多岐に亘

り、きめ細やかに地域の問題解決や魅力向上のための取り組みをしていた。 

 倶知安観光協会と倶知安観光協会ひらふ支部という 2 つの組織を 1 本化し、法人格を持つ必要性がある

という考えが 2012 年に地域内から生まれ、「一般社団法人倶知安観光協会」が設立された。しかし、ニセ

コひらふ地区では、対外発信をする倶知安観光協会としての機能に加え、きめ細やかな地域の問題解決の

ため、ひらふ支部が担っていた役割を「ひらふ部会」として残すこととなった。ひらふ部会では、ひらふ

支部時代と同様の取り組みを行おうとしてきたが、ひらふ支部時代に比べると活動力が低下したとの声も

ある。 

                                                 

2 一般社団法人倶知安観光協会定款より 



15 

 

 

⑤ニセコプロモーションボード（NPB） 

 2007 年に設立されたニセコプロモーションボード（以下 NPB と書く）は、ニセコをオールシーズン対応

の国際的滞在型リゾートへ成長させ、宿泊客数を拡大することを目標として、地域の各事業者に代わりエ

リアのプロモーション活動を担っている。NPB の活動は、エリア内の不動産所有者、不動産事業者、物件

管理事業者、ホテル、レストラン、アクティビティ提供事業者、小売店事業者など、1,000 以上の個人・企

業会員を代表して展開している。各種事業の多様な意見を取りまとめるため、理事会は、選出された 10 名

の理事と、任命された 5 名の幹事及び最高顧問、合計 15 名によって構成されている。主にデスティネーシ

ョン・マーケティング（旅行先としての市場調査・開拓・販売）、継続的リサーチ、ターゲット・マーケッ

トの特定、集客拡大を目的とした活動に取り組んでいる。 

 会員からの年会費は、NPB が管理・主導する世界各国向けのマーケティング活動や営業活動の主要財源

となっており、その他補助的資金として、協賛金や広告費からの純利益、財政的支援などが組織の活動を

支えている。行政による補助金はない。 

 前述の倶知安観光協会との棲み分けは、倶知安観光協会は倶知安町内の事業者のみが加盟し、主に国内

向けのプロモーションを展開するのに対し、NPB はニセコ町を含めた広域的なニセコエリアの事業者を取

りまとめ、外国人観光客向けに情報発信を行っている点で異なっている。 

 

⑥住民・事業者 

 ニセコひらふ地区に生じている様々な問題の解決に一部の住民や事業者が貢献している。 

 スキーシーズンが明け、雪解けの時期になると、ニセコひらふ地区には多くの空き瓶や空き缶が残る。

多くの居住者は春になるとニセコひらふ地区から去るため、年間を通じて居住している 2 割程度の人たち

がゴミ拾い活動を行っている。 

 ニセコひらふ地区では工事打合せ時に、倶知安町から文書等で業者に対し、冬季の外部工事を自粛する

よう建設事業者に伝えている3。しかし、罰則規定がないため、必ずしもその取り決めが守られているとは

言い難く、工事が続けられることもある。建設途中の建物や工事車両によって観光地としての魅力減少に

繋がることが懸念されるため、一部の住民が工事関係者にルールの再徹底、工事の自粛を要請することも

ある。 

また、長期にわたるような規模の大きな建築工事においては、町の要請により、施工業者主体の工事連

絡協議会が平成２８年春に設立され、各工事の工程や地域への配慮などの調整・連絡を行うなどの自主的

な動きも出ている。 

                                                 
3自然公園区域内における建築物及び土地の利用に関する要綱の第９条に次のように定められている。建築物の建築等の

工事については、地域に及ぼす環境等への負荷を最小限に抑えるため、次に該当する行為にあっては、冬季間（12 月 20

日から翌年３月 20 日までの期間）の当該工事の施工を自粛するものとする。ただし、当該工事の工種が、短期的である

こと又は継続を中断することで全体の工事計画に多大な影響を与えてしまう場合、かつ、その継続工事において、地域

の環境の悪化を抑える工夫ができる場合には、この限りでない。また、「ニセコひらふ CenterVillage 地区の景観形成に

関する協定書」により国定公園区域より下、道道 343 号線を挟む CenterVillage 地区については、12 月 20 日から３月末

日までの期間で工事を避けるよう事業関係者に求めることができ、「ニセコひらふ羊蹄の里地区の景観形成に関する協定

書」により道道 343 号線と 631 号線交差点付近にある羊蹄の里地区については、12 月１日から３月 31 日の間、基礎工事、

躯体工事、外装工事などの外部工事を避けることとなっている。そのほか、ペンション地区等、他の近隣地区における

工事についても冬季間の工事等は避けるように町から指導をしている。 
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 このように、ニセコひらふ地区の抱える問題への対応には、一部の住民によるボランティア精神や施工

業者同士の自主的な連絡調整の取組みによって幾分か解決が図られ、支えられている面があると言える。 

 

図表4. ニセコひらふ地区に関わる様々な組織と現状 

組織名 組織の役割・概要等 

倶知安町総合政策課 ニセコひらふ地区のエリアマネジメントに関する業務に関わる 

倶知安町観光課 

2016 年 4 月よりサン・スポーツランドくっちゃん内に事務所を構える。これから徐々

に住民との接点が増えてくることに住民側も期待している。一方で事務所が移転した

ことにより、観光課とその他のセクションとの乖離も懸念される。 

町内会 

字山田地区には第 1 町内会～第 4 町内会まで存在する。 

第 1 町内会は大手事業者が関わり、ある程度の活動を維持することができている。 

第 2・第 3 町内会は機能が低下している。 

第 4 町内会は活動が盛んで住民イベント（BBQ 等）も盛んに行われている。 

字樺山地区には樺山町内会が存在する。 

樺山町内会は活動が盛んでコミュニティが保たれている。 

倶知安観光協会 
事務所は倶知安町中心部。主に国内向けのプロモーション活動を行う役割を担う（担

当するエリアは中心市街地・ニセコひらふ地区を含む倶知安町全域）。 

観光協会ひらふ部会 

観光協会一本化時にひらふ地区のまちづくりを担うために設けられた。冬に投棄され

たゴミの回収や花植えなどを行っている。しかし、観光協会ひらふ部会のメンバーは

それぞれ個人で事業を実施している方が多く、きめ細やかな問題対処には限界がある

と感じている。 

ＮＰＢ 
サン・スポーツランドくっちゃん内に事務所を構える。主に海外向けのプロモーショ

ン活動を行う役割を担う。 

住民 
一部の町内会を除き町内会の機能が低下するなか、町内会で担っていた取り組みを一

部の住民や事業者が行っている状況が続いており、負担が大きい。 

民間事業者 
住民の多くが観光事業に従事しており、上記「住民」の項目と同じ役割を果たす。ま

た、各民間事業者は国内外へのプロモーション活動にも取り組む。 
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図表5. 倶知安町行政組織規則のうち特にニセコひらふ地区に関係する部署 

倶知安町行政組織規則 

総合政策課 

総合政策係 

(3) ニセコひらふ地区エリアマネジメントに関すること。 

観光課 

観光係 

(1) 観光振興計画に関すること。 

(2) 観光施設整備及び管理に関すること。 

(3) 観光情報発信に関すること。 

(4) 各種観光推進組織との連携強化に関すること。 

(5) 観光諸行事及び観光物産品に関すること。 

(6) 名勝に関すること。 

(7) 観光客誘致促進に関すること。 

(8) 観光圏、観光局に関すること。 

(9) 観光統計調査に関すること。 

(10) 広域観光圏の振興に関すること。 

(11) 雪トピアフェスティバルに関すること。 

(12) その他観光に関すること。 

観光地域振興係 

(1) 観光地域周辺における自治組織・観光関係組織との連携強化に関すること。 

(2) 観光地域周辺における環境・治安維持に関する連携強化に関すること。 

(3) 観光客受入体制充実に関すること。 

(4) 観光地域の情報に関すること。 

(5) 自然公園に関すること。 

(6) その他観光に関する地域振興に関すること。 
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図表6. ニセコひらふ地区の町内会区分
4
 

 

 

(2) 既存組織の位置づけとエリアマネジメント 

 (1)で整理した既存組織の取り組みを、その対象者（観光客＝対外的か居住者・地域＝対内的向けか）及

び主体（行政中心か民間中心か）で分類して整理すると、図表 7 が得られる。 

 民間による対観光客（対外）向けの取り組み（第１象限）は、地域の魅力発信を目的としたものであり、

現在、NPB と倶知安観光協会の活動が該当する。NPB は外国人向け（インバウンド旅行）、倶知安観光協

会は日本人向け（国内旅行）と棲み分けがなされている。 

 民間による対住民、対地域（対内）の取り組み（第 2 象限）は、地域の魅力作りに資するものであるが、

地域の魅力アップに貢献する活動ばかりではなく、地域の問題解決に対する取り組みも含む。町内会は地

域住民同士の交流を深める活動を行うことで、地域の魅力作りの土台を築く役割を持つ。観光協会ひらふ

部会も同様の役割を担う。 

 行政による対住民・対地域（対内）、対観光客（対外）向けの取り組みはいずれも民間の取り組みを支え

る役割を持つといえる。行政による対住民・対地域（対内）の取り組み（第 3 象限）は第 2 象限の取り組

みを支えるためのものであり、総合政策課によるエリアマネジメント関連の事業や公共インフラサービス、

福祉サービス等が該当する。行政による対観光客（対外）向けの取り組み（第 4 象限）は第 1 象限の取り

組みを支えるものである。観光課は地域の魅力作り支援と地域の魅力発信支援の両方の役割を担っている。 

                                                 
4 http://www.gradus.net/1/BIDbusiness/1.html より引用 
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図表7. 既存組織の役割整理 

 

 

4-2 「エリアマネジメント組織」必要性の検討 

 国土交通省土地・建設産業局では、エリアマネジメントは「地域における良好な環境や地域の価値を維

持・向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取り組み」と定義している。前述の通り、

図表 7 の役割分担においては、第 2 象限（民間による対住民・対地域的な取り組み＝地域の魅力作り）に

該当する。第 2 象限に該当する既存組織として、「観光協会ひらふ部会」「町内会」が存在するが、一部の

町内会はその役割や機能が低下しており、問題となっている。観光協会ひらふ部会は地域の魅力向上や観

光客の問題対応などを果たすことが期待されており、ある程度の役割を担っているが、一部の住民が本業

をしながら合間を見て対応している状況であり、限界がある。 

 こうした現状を踏まえると、観光協会や NPB が対外的な発信をするのに対し、エリアマネジメントは対

内的な取り組みをするという棲み分けをすることが可能である。加えて、町内会や観光協会ひらふ部会は

地域の魅力作りという点においてエリアマネジメントと同様の役割を担うものであるが、いずれも機能の

低下や十分な活動を行うことができていないと言う点で問題を持つ。現在の組織体制を更新・強化してい

く方法もあるが、既存の枠組みの中で議論することには限界があり、エリアマネジメント組織として新た

に組織を立ち上げ、地域の魅力作りを推進していくことが望まれる。また、倶知安町ニセコひらふ地区エ

リアマネジメント条例に則った町の支援を受けようとすると、「法人格を有する団体であること（条例第 6

条(3)）」を満たす必要があり、その点においても独立性が求められる。 

 ただし、ここで、なぜ町内会や観光協会ひらふ部会という組織形態ではうまく機能しないのかという点

を留意しなければならない。町内会の機能低下は、①日本人居住者の減少、②日本的な町内会の合意形成

対観光客（対外的）
対住民・対地域

（対内的）

行政

町内会
観光協会
ひらふ部会

ＮＰＢ
（海外向け）

観光協会
（国内向け）

総合政策課
その他の課

観光課

民間

Ⅱ 地域の魅力作り Ⅰ 地域の魅力発信

Ⅲ 地域の魅力作り支援 Ⅳ 地域の魅力発信支援
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手法に対する外国人居住者の不理解、③それに伴い、町内会費負担の日本人・外国人間の不平等感の増加

ということが背景にあった。それを踏まえると、エリアマネジメント組織では、外国人居住者が協力・参

加しやすい合意形成方法の採用が望まれる。 

 一方、観光協会ひらふ部会として継続することの問題は、本業をしながら合間に活動を行っていること

の限界である。そのため、エリアマネジメント組織では、専従でエリアマネジメントに関わる人材を確保

することが求められる。 

 また、エリアマネジメント組織の立ち上げに際しては、既存の町内会や観光協会ひらふ部会の継続につ

いて議論が必要である。 

 

4-3 倶知安町役場が期待される役割①：地域の魅力作り支援 

 図表 7 に見たとおり、エリアマネジメントの活動や NPB、観光協会の活動といった、第 1 象限、第 2 象

限の活動は、行政による第 3 象限・第 4 象限の支援の上にこそ機能を発揮するものである。従って、エリ

アマネジメントを成功させるためには、行政による一定のサービス体制を整える必要がある。ここでは、

15 年度検討の「これからのエリアマネジメントに関する調査研究報告書」及びヒアリング調査の結果に基

づき、行政がニセコひらふ地区に対して提供すべき行政サービスや役割について、その実態と共に記述す

る。 

 

(1)交通問題の解消・駐車場の検討 

 ニセコひらふ地区の交通問題は「これからのエリアマネジメントに関する調査研究報告書」にも指摘さ

れている通りである。各建築物の駐車場要件の問題や第 1 駐車場～第 3 駐車場、サン・スポーツランドく

っちゃん駐車場といった町有駐車場のあり方について検討を進めていく必要がある。 

 倶知安町観光課では、交通問題や駐車場問題を含めたニセコひらふ地区のあるべき空間の姿を検討する

ための材料として、16 年度に「ニセコひらふ地区の望ましい空間のあり方に関する検討業務」に取り組ん

でいる。その結果を踏まえたニセコひらふ地区の交通マネジメントが図られることが期待される。 

 なお、倶知安町観光課では 2016 年冬季シーズン、サン・スポーツランドくっちゃん多目的広場を従業員

向け臨時駐車場として開放（事前登録制）し、駐車場の混雑軽減を図った。その成否を検証し、駐車場の

あり方を考える上での判断材料とすることが求められる。 

 

(2)開発の規制・コントロール 

 倶知安町では、ニセコひらふにおいて民間事業者が主体となり、開発型の発展がこれまで進められてき

た中で、今後宿泊容量や駐車場台数を含むキャパシティーをコントロールしていく必要があるのではない

か、という問題意識を持っている。今後、何らかの方法で具体的に建築需要をコントロールする方法を検

討する必要がある。 

 

(3)手続き違反等建築物の指導是正 

 ニセコひらふ地区では、建築確認申請等を行わないで建築する物件が増えており、発見し次第、特定行
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政庁である北海道後志総合局と連携して、是正指導を行っているものの、後を絶たない状況である。今後

も同様の問題が生じる可能性があることから、早期に発見・対応するためにも定期的にパトロールを行っ

たり、周知・啓蒙などの取り組みが必要と思われる。 

 

(4)要綱の遵守徹底 

現在、ニセコひらふ地区に関連する主な要綱としては「倶知安町ニセコひらふ地区における治安維持の

ための重点施策実施要綱」や「自然公園区域内における建築物及び土地の利用に関する要綱」などがある。

前者は飲食業の深夜営業時間や花火の可能時間を定めるものであり、特に新規出店の多いニセコひらふ地

区では、必ずしもこの原則を遵守できているとは言えない。また、後者は冬季の建築行為の自粛を願うも

のであるが、前述の通り一部の住民が工事関係者にルールの再徹底、工事の自粛を要請することもある。 

これらの要綱はいずれも罰則規定がないため、地域の協力を得ながら運用を強化する必要がある。 

 

(5)ロードヒーティング財源の解決 

 ひらふ坂の一部歩道ロードヒーティングの電気代を誰がどのように負担するのか、については今後も引

き続き検討される必要がある。 

 

(6)ゴミ問題への協力 

 ニセコひらふ地区のゴミの扱いについては予てから住民からの不満の声が多く、様々な解決策が検討さ

れ、実施されてきた。さらに、2016 年 12 月からは以下の通り、新たなゴミの排出・収集ルールを試行して

いる。今後は新たなルールによる問題点の有無を確認する必要がある。 

 

図表8. 2016年 12月から試行されている新たなゴミの排出・収集ルール 

対象者 ゴミ排出・収集ルール 

事業者 以下のごみは「事業系ごみ」として一般廃棄物、産業廃棄物に分けた上で、事業者自ら運搬する

か収集運搬許可業者に収集を依頼し、処理する。 

１．事業所（宿泊施設、店舗、事務所等）から出るごみ 

２．住居併用事業所から出るごみ 

３．事業所が設置・借上げした自社従業員宿舎（一居室・一客室を含む）から出るごみ 

個人住宅な

どの居住、滞

在者 

以下のごみは「家庭系ごみ」として事前に町に登録の上、B 区域の収集曜日・区分に従って、町

が戸別に収集する。回収容器は町が貸し出す。 

１．本人の居住用戸建住宅（賃貸住宅を含む）から出るごみ 

２．本人が６か月以上滞在する本人用の戸建別荘（宿泊施設を除く）から出るごみ 

アパートな

ど共同住宅

の所有・賃

貸、居住者 

以下のごみは「家庭系ごみ」として共同住宅所有者か管理者がごみステーション（ごみ集積場所

を含む）設置を町に事前に届け出てもらった後、B 区域の収集曜日・区分に従って、町がステー

ションから収集する。ステーションの維持管理はステーションの設置者が行う。 

１．アパート（事業所が設置・借上げした自社従業員宿舎以外のもの）から出るごみ 

２．ルームシェアハウス（一つの家・部屋に共同で居住する形態）から出るごみ 

 

(7)都市計画区域化の必要性についての検討 

ニセコひらふ地区はリゾート地として海外から注目されはじめた 2002 年頃よりコンドミニアム等の建

設・開発等が進められたことから、無秩序な開発や建物用途の混在を防止し、豊かな自然景観及び地域の
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生活環境を保全すべく土地利用の整序を行うことを目的として 2008 年２月準都市計画区域に指定され、そ

の翌月、次世代に良好な自然景観と環境を引き継いでいくことを目標として景観地区を決定、更にその翌

年には特定用途制限地域を決定している。 

 現在も同地区では旺盛な建築・開発需要の状況にあり、倶知安町においては国際リゾート地としての更

なる発展を目指すべき地区としていることから、今後もより適正な土地利用のコントロールや必要となる

基盤整備の検討が重要と考えられる。 

 また、当地区は、景観地区の目的にあるとおり、市街地のような生活基盤の整備よりもむしろ、自然環

境との調和・自然環境を活かした街並み形成を図ることにより、国際リゾート地としての魅力を高める要

素もある。 

 したがって、当地区は、開発と自然環境とのバランスが求められるところであり、長い歴史で課題とな

っている市街地との連係や機能分担という点も踏まえ、都市機能の充実を図ることにより目指すべき国際

リゾート地となるのか、できるのか、という観点から、都市計画区域への編入の是非については、今後も

慎重な検討が求められる。 

 なお、都市計画税については、ニセコひらふ地区における安定的な財源確保という観点からしばしば議

論されるが、本税は知事の事業認可を受けた都市計画事業又は土地区画整理事業に要する費用にのみ充て

ることのできる目的税である。また、使途は同地区内の施設整備事業に限定されるものではなく、全町の

都市計画事業に充てられるものであることにも留意する必要がある。 

 

図表9. 準都市計画区域と都市計画区域の違い 

項目 都市計画区域 準都市計画区域 

指定の対象 

一体の都市として整備し，

開発し，保全する必要性が

ある区域を指定 

現在特定の課題を有する地

域あるいは将来課題が発生

すると見込まれる区域を指

定 

国土利用計画 都市地域に該当する 都市地域に該当しない 

都市計画の内容  

都市施設，市街地開発事業

に関する都市計画を決定す

る 

都市施設，市街地開発事業

に関する都市計画などの決

定は行わない 

都市計画税 徴収できる 徴収できない 

開発許可 
許可対象 

市街化：1,000 ㎡以上 

調整区域:原則全て 

非線引き：3,000 ㎡以上 

3,000 ㎡以上 

集団規定（接道要件、形態規制等） 適用 適用 

建築確認 全ての建築物対象 全ての建築物対象 

都市計画 

用途地域、その他の地域地区 

指定可能 

指定可能 

地区計画 

指定不可 都市施設 

市街地開発事業 
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図表10. 倶知安町の都市計画税 

 

(8)景観規制の見直し・検討 

現在、ニセコひらふ地区には 2008 年３月の景観地区の都市計画決定以降、建築物に対する形態意匠等に

よる規制を行い、ある程度統一性のある町並み形成を図っているが、規制の導入から 10 年が経過している

ことから、規制効果の検証や課題の改善等について検討する必要がある。また、建築物のみならず、工作

物や広告物の景観保全についてもその必要性が指摘されるようになっている。 

 

(9)住居表示の検討 

 ニセコひらふ地区は短期間に急速に建築物が増加し、ゼンリン住宅地図や google map 等の民間地図サー

ビスではその変化に追いつくことができていない。その結果、郵便物の配送やカーナビゲーションの目的

地設定等で問題が生じてきている。将来的には、住居表示の調査、検討を進める事が必要である。 

 

(10)新たな税の検討 

 エリアマネジメント条例では「町は、エリアマネジメント活動に要する費用を徴収するための庁内体制

の構築及びエリアマネジメント活動を行う組織に必要な支援等に努めるものとする。（第 5 条）」と定めて

いる。エリアマネジメント組織の活動財源を分担金以外の方法で確保することとなったため、活動財源確

保の方法を別に検討していくことになる。ニセコひらふ地区への税の投入については、税の投入に対する

ROI（投資対効果）を踏まえて検討する必要があるが、ニセコひらふ地区の観光消費や不動産投資は明らか

に倶知安町の町税に大きな貢献をしているといえ、税の投入には必要性があると思われる。 

 ただし、現在の町税の枠組みの中からニセコひらふ地区のエリアマネジメントの予算を拠出することに

は限界があると思われ、新たな税の検討は一考に値すると思われる。 

 

 

都市計画税税率 0.3％ 

納税義務者 毎年１月１日（賦課期日）現在において、都市計画区域内で倶知安町税条例で定める区域に所在

する土地・家屋を所有する人 

税額算定 固定資産税の評価額に基づいて課税標準額を算定する。 

課税標準額×税率（０．３％）＝税額となる。 

なお、都市計画税については新築住宅にかかる減額の適用はない。 

課税標準 土地に対する都市計画税の課税標準について次のように調整措置がとられている。 

住宅用地に対する課税標準の特例措置 

 （小規模住宅用地は価格の１／３、一般住宅用地は２／３） 

固定資産税と同様に、なだらかな負担調整措置 

免税点 固定資産税の課税標準額が免税点未満のため、土地または家屋に固定資産税が課税されないもの

については都市計画税もかからない。 

納税方法 都市計画税は、固定資産税と合算して納税をお願いしている。納税義務者の方には固定資産税・

都市計画税納税通知書が送付される。したがって、納期も固定資産税と同じ。 
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図表11. 税の種類 

 普通税 目的税 

直接税 間接税 

収入にかかるもの 財産にかかるもの 消費にかかるもの 流通にかかるも

の 

国税 所得税 

法人税 

相続税 

贈与税 

消費税 

酒税 

たばこ税 

たばこ特別税 

揮発油税 

石油税 

石油ガス税 

航空燃料税 

地方消費税 

たばこ税 

ゴルフ場利用税 

地方道路税 

電源開発促進

税 

地

方

税 

道府

県税 

県民税 

事業税 

固定資産税[特例

分] 

自動車税 

自動車取得税 

鉱区税 

地方消費税 

たばこ税 

ゴルフ場利用税 

軽油引取税 

不動産取得税 狩猟税 

法定外目的税 

法定外普通税 

市町

村税 

市（町村）民税 固定資産税 

軽自動車税 

特別土地保有税 

地方消費税 

たばこ税 

ゴルフ場利用税 

 入湯税 

事業所税 

都市計画税 

法定外目的税 法定外普通税 

（注）法定外税は、2000 年 4 月の地方分権一括法による地方税法の改正により、法定外普通税の許可制が同意を要する

協議制に改められるとともに、新たに創設された税である。 

 

(11)エリアマネジメント活動への参加・支援・協力 

 エリアマネジメント活動は原則として民間による活動であるが、エリアマネジメント条例第 5 条には「町

は、エリアマネジメント活動に要する費用を徴収するための庁内体制の構築及びエリアマネジメント活動

を行う組織に必要な支援等に努めるものとする。」と謳われており、行政には組織の円滑な活動を支える役

割が期待される。具体的には、人的支援、財政的支援、専門的支援が挙げられる。人的支援は例えばエリ

アマネジメント組織の活動を共に取り組むなどが挙げられる。財政的支援はエリアマネジメント組織の活

動財源のバックアップなどが挙げられる。専門的支援は、エリアマネジメント組織の活動を円滑にするた

めの法的な知見や国等の補助事業情報の提供、そのほか活動に資する技術的支援などが挙げられる。 

 

(12)道・国への働きかけ 

 ニセコひらふ地区に対する行政サービスは必ずしも倶知安町役場のみで提供できるものではない。ニセ

コひらふ地区は日本で稀に見る、多様な外資の参入がおきている観光地であり、既存の枠組みだけでは解

決できない問題が生まれている。規制緩和や新たな仕組みの構築などを北海道や国に働きかけていく役割

も倶知安町役場には期待される。 

 

(13)その他 

 「これからのエリアマネジメントに関する調査研究報告書」では、行政内でニセコひらふ地区の問題に

対して十分に認識されているとは言い難いことが指摘されている。ニセコひらふ地区の問題解決には総合
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政策課や観光課のみならず、そのほか多様な部局の協力が求められる。役場内において意識共有の場を作

ることが求められる。 

 また、継続的にエリアマネジメント組織と協議する場を持ち、地域住民の抱える問題とその対処方法に

ついて一緒に考えていくことが必要である。 

 

4-4 倶知安町役場が期待される役割②：地域の魅力発信支援 

(1)観光統計の正確性向上 

 持続的な観光地形成を目指すためには、信頼性の高い観光統計を構築する必要がある。しかし、高い精

度の観光統計を構築するためには宿泊事業者等の民間事業者の協力が不可欠であり、行政から民間事業者

に働きかけるとともに、民間事業者も協力姿勢を築かなければならない。 

現在、観光統計としては下記のデータが一般公開されている。現在の観光統計で特に指摘されている問

題として、季節別の観光客数に対する信頼性がある。 

観光統計は観光協会や NPB などがマーケティング・プロモーションに取り組む際にベースとなる資料で

あり、誤ったプロモーションを避けるためには一定の信頼性のあるデータ構築が求められる。 

 

図表12. 既存の観光統計データ 

公開元 統計データ項目 

倶知安町観光課 観光客入込客数 

 日帰り・宿泊客数 

 季節別観光客入込数 

 月別観光客入込客数 

 国別外国人宿泊状況 

 外国人宿泊延べ数 

 外国人宿泊客の平均宿泊日数 

 国内外別観光宿泊客延べ数 

北海道経済部観光局 観光入込客数（道外客・道内客別、日帰り・宿泊客別） 

 宿泊客延べ数（年度別） 

 訪日外国人宿泊客数 

 訪日外国人宿泊客延べ数 

 

(2)経済波及効果の測定 

 ニセコ観光圏では、2015 年に倶知安町・ニセコ町・蘭越町のニセコエリアにおける経済波及効果調査を

実施している。その結果は下記のとおりである。 

 この調査では、観光消費の波及効果を提示しているが、ニセコひらふ地区では、観光消費のみならず建

設需要による経済波及効果も見逃せない。また、よりミクロなレベルで、ニセコひらふ地区で生じた新規

需要額が倶知安町全域にどの程度波及しているのかを明らかにすることは、ニセコひらふ地区の倶知安経

済に与える影響を可視化することにもなり、重要である。 
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図表13. ニセコ観光圏の経済波及効果
5
 

 

 

(3)観光客動向調査 

 ニセコひらふ地区を訪れた観光客は誰とどのような方法で訪問し、何を期待して訪問しており、どのよ

うな活動をし、何に満足感を感じたのか、といった観光客の動態に関するデータが必要である。観光客の

動向把握は、観光政策のベースになるものであり、定期的な調査実施が望まれる。 

 

                                                 

5 平成 27 年度ニセコ観光圏経済波及効果調査業務 報告書より引用 
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図表14. 取得すべき観光客データ 

観光客動向調査項目例 

・国籍・居住地 

・年齢 

・性別 

・ニセコエリア（ひらふ）への来訪回数 

・ニセコエリア（ひらふ）への前回来訪時期 

・旅行中の訪問地域 

・旅行目的 

・宿泊数 

・ニセコエリア（ひらふ）を選んだ理由 

・同行者 

・ニセコエリアまでの交通手段 

・宿泊先 

・消費額（宿泊・飲食・交通・土産買い物・娯楽入場・その他） 

・滞在中に行った活動 

・旅行の満足度 

・再来訪意向 

・紹介意向 

・職業・年収 

 

(4)対外発信への協力 

 引き続き、倶知安観光協会や NPB が取り組む対外発信プロモーション活動への協力が求められる。 

 

(5)エリアマネジメント活動への参加・支援・協力 

 4-3(11)に述べた、行政による組織の円滑な活動を支える役割については、「地域の魅力発信支援」におい

ても同様に期待される。 

倶知安町観光課は 2016 年 4 月より事務所を移転し、ニセコひらふ地区のサン・スポーツランドくっちゃ

ん内にて業務を行っている。ニセコひらふ地区の住民は、観光課の事務所が移転したことになり、住民と

行政との距離が近くなったことを評価している。また、観光課としてもニセコひらふ地区の日常を知るこ

とができ、地域の状況や問題点についての理解が深まることとなろう。エリアマネジメント組織の活動に

ついても、観光課の支援は不可欠である。 
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4-5 既存組織に期待される役割 

 倶知安観光協会や NPB は、今後も継続的にニセコひらふ地区や広域なニセコ地域の対外的な発信を行う

ことが求められる。また、NPB が発行する「Wine & Dine」やニセコリゾートマップはニセコひらふ地区の

多くの宿泊施設・飲食施設・サービス業者の情報を集約している。これらは来訪した観光客への情報案内

に資するものであるが、それと同時にニセコひらふエリアの状況を把握するための貴重なデータベースで

もある。エリアマネジメント組織にとっても有益な情報であり、今後も継続が望まれる。 

 

図表15. 左：Wine & Dine表紙 右：ニセコリゾートマップイメージ 
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4-6 エリアマネジメント組織に期待される役割 

 

 エリアマネジメント組織に期待される役割の例として下記の 7 点を挙げる。実際のエリアマネジメント

組織の役割については、本報告書を参考に組織代表者が地域住民や民間事業者、索道事業者等と共に検討

していくことが望ましい。 

 

(1) 地域の将来像を共有する 

 行政や地域住民と共にエリアマネジメント組織でニセコひらふ地区の将来像を共有する必要がある。 

 また、ニセコひらふ地区は地区の発展が急速であり、地図情報や事業者情報が実態に追い付いていない。

ニセコひらふ地区がどのような空間になっていて、どこでどのような問題が生じているのかを定期的に把

握し、変化のトレンドを追跡することが重要である。エリアマネジメント組織がこうした地区の実態把握

調査を担うこともエリアマネジメントの目的に合致する。 

 

(2) 魅力ある空間作り（花壇・ゴミ拾い・イルミネーション等） 

花壇を整備したり、統一したストリートバナーを設置したり、街路樹にイルミネーションを施すといっ

た、地区の景観上の統一を図る取り組みはエリアマネジメント組織の活動として実施することが可能であ

ろう。 

 

(3) 地域イベントの実施 

(4) コミュニティ形成・強化 

(5) 住民同士の交流促進 

地域住民を対象にしたイベント等を開催し、地域コミュニティの結束を高める取り組みは、エリアマネ

ジメントを円滑に進めていくために必要な取り組みだと考えられる。 

 

(6) 地域要望の行政への伝達 

 ニセコひらふ地区の状況を最も分かっているのは地区住民でありエリアマネジメント組織である。どう

いう問題が起きているのか、を取りまとめて行政に伝える役割を担うことができれば良い。 

 

(7) 地域ルールの伝達 

ニセコひらふ地区の飲食店の営業時間を定める「倶知安町ニセコひらふ地区における治安維持のための

重点施策実施要綱（倶知安町要綱第 32 号）」や工事期間を定める「自然公園区域内における建築物及び土

地の利用に関する要綱」などが制定されている。これらは罰則規定がなく、十分に機能していないことを

4-3(4)で指摘したが、その改善を行政が取り組む一方、エリアマネジメント組織で事業者に対して周知する

役割を担うことが重要である。ただし、取り締まりについては行政や警察の業務である。 
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 以上、4-3～4-6 で述べた、各組織の役割を整理すると次のようになる。 
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光
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4-7 分担金に対する倶知安町としての見解 

 ニセコひらふ地区では、地域における住民や事業主、地権者などによる自主的な取り組みであるエリア

マネジメントに対して、BID/CID という特定エリアを対象に、商業者・不動産所有者が、共通課題を解決

する費用を分担する制度を用いて進めていく議論がなされてきた。BID/CID という分担金に解決の方向性

を求めた背景には、ニセコひらふ地区の居住者から、「これまでの協力費や会費など「任意」だと公平性が

保たれない」「任意ではなく、規則があれば日本人・外国人問わず公平性が担保される。外国人居住者も日

本の規則による強制は慣れている」という意見が出されたためであり、倶知安町役場は公平性を保ちつつ、

強制力のある費用負担の方法として、分担金制度の検討を進めてきた。 

 分担金は地方自治法 224 条に定められている制度であり、下記のように規定されている。 

 

地方自治法 

（分担金）  

第 224 条  普通地方公共団体は、政令で定める場合を除くほか、数人又は普通地方公共団体の一部

に対し利益のある事件に関し、その必要な費用に充てるため、当該事件により特に利益を受ける者か

ら、その受益の限度において、分担金を徴収することができる。 

 

 ここで重要なのは、「当該事件により特に利益を受ける者から、その受益の限度において、分担金を徴収

することができる。」と規定されている点である。つまり、「受益者負担」の考えが反映されているもので

あり、利益を受ける者と費用を負担する者の一致が原則となっている。 

 ニセコひらふ地区の場合、エリアマネジメントによる利益は地域の魅力・価値の高まりである。ニセコ

ひらふ地区が抱える様々な課題をエリアマネジメントによる取り組みで解決することで、地域住民の生活

利便性が向上するとともに、リゾート地としての魅力や価値が高まり、多くの観光客を呼び込むことがで

き、そのエリア内での資産価値も高まると考えられる。 

しかし、リゾート地としての魅力や価値の高まりは、居住者のみならず、観光客や通行人など、不特定

多数の者も利益を受けるものとなる。倶知安町は、総務省などに相談、助言を得ながら検討を進めた結果、

居住者から分担金を徴収してエリアマネジメントに取り組むことで得られる利益が、分担金の支払い者の

みが受けられると限定するには「受益」と「負担」が曖昧であり、地方自治法上の分担金を活用すること

について極めて難しいと判断した。 

そのため、その他様々な事業の財源確保と同じく、分担金ではない方法で、エリアマネジメント事業の

財源も町は確保していくことを決めた。 

→詳しくは 6 章「地域懇談会の開催」を参照。 
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4-8 まとめ：エリアマネジメント組織の考え方 

 以上を踏まえ、ニセコひらふ地区においてエリアマネジメントを推進していくにあたって必要な考えを

再度整理し、基本的な考え方として提示する。 

 

基本的な考え方① エリアマネジメントの位置づけ 

エリアマネジメントが担うのは、地域の魅力作りに資する活動である。観光協会や NPB は地域の魅力発信を担う組織で

あり、エリアマネジメントの果たすべき役割とは棲み分けが可能である。 

 

基本的な考え方② エリアマネジメント組織の必要性 

町内会等の既存組織の活動状況や一部住民への過度な負担を踏まえると、エリアマネジメントは既存組織でまかなえる

ものではなく、独立した組織としての新規設立が望ましい。ただし、適切な人材の確保やエリアマネジメント条例に基

づいた法人化の手続き、計画策定などが必要である。 

 

基本的な考え方③ 行政によるニセコひらふ地区に対する施策展開 

エリアマネジメントを成立させる上で前提となるのは行政による政策的支援である。政策的支援には、地域の魅力作り

支援と地域の魅力発信支援より構成されるもので、倶知安町役場の様々な部署による協力・政策が欠かせない。 

 

基本的な考え方④ エリアマネジメントに対する住民主体性 

エリアマネジメントは住民の主体性の上に成り立つものである。組織立ち上げや計画策定段階において住民の積極的な

関与が求められるほか、エリアマネジメント組織の活動が本格的に稼働した後も住民が積極的に関わることが望ましい。 

 

基本的な考え方⑤ エリアマネジメントに対する民間事業者の主体的関与 

住民だけでなく、ニセコひらふ地区で事業を営む民間事業者の主体的関与も重要である。特に、スキーリゾートである

ニセコひらふ地区においては索道事業者との連携が必要である。 

 

 

4-9 エリアマネジメント条例の今後について（付記） 

 エリアマネジメントに関わる状況は 4-7 に見たとおり、行政が財政的支援を行うことが明確になったこ

とにより状況は大きく好転した。しかし、ニセコひらふ地区のエリアマネジメントを根拠づけているエリ

アマネジメント条例は、BID や CID といった分担金を財源とすることを前提として作られたものであり、

今後、エリアマネジメントを推進して行くにあたっては何かしらの齟齬が生じる可能性も否めない。状況

に合わせてエリアマネジメント条例の改正を視野に入れる必要が生じる可能性を指摘しておく。 
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5 2015 年度「これからのエリアマネジメントに関する調査研究業
務」概要版作成 

 

 15 年度調査研究業務の結果を広く住民に知らせるため、報告書概要版を作成した。概要版は地域懇談会

参加者に配布したほか、倶知安町のウェブサイトでも公開した。 

 

これからのエリアマネジメントに関する調査研究報告書
（概要版）

２０１６年３月
倶知安町

本業務は、2011年より検討されてきたニセコひらふリゾート分担金制度のあり方

を検討するのではなく、ニセコひらふ地区の良好な環境を創り出すために必要
な取組みを整理することを目的とした調査研究です

１章 ニセコひらふ地区におけるこれまでの取組みと本調査研究の位置づけ

年 主な動き

1989年 ひらふスキー場地域活性化計画

1998年 ひらふ高原地区活性化第二次計画

2001年 ひらふ高原地区整備構想

2006年 花園地域環境基本計画

2008年 準都市計画区域の指定

景観地区

2011年～ CID/BID検討会

2014年 ニセコひらふ地区エリアマネジメント条
例施行

2014年 ひらふ高原地域活性化事業計画及び
観光中核施設基本計画策定業務

2014年 観光投資を呼び込む国際リゾート地形
成推進検討調査

• ニセコひらふ地区では、平成に入り様々な計画
を策定して活性化を目指してきました。姉妹都
市であるサンモリッツを目標に、2001年には
「イーストサンモリッツタウン」を目標とした地区
整備構想が策定されています。

• 2006年にはニセコひらふ地区の良好な景観を形
成するための取組みがなされ、その結果は2008
年に導入された「準都市計画区域」と景観地区
の導入に至りました。

• 2011年から住民が中心となってCID/BID検討会
を立ち上げ、分担金制度を活用したエリアマネ
ジメントの仕組みを検討してきました。その結果、
2014年に倶知安町はニセコひらふ地区エリアマ
ネジメント条例を策定しました。

• 2014年には2つの調査業務を実施し、主にハー
ド整備を中心とした、ニセコひらふ地区の提案が
なされました。

• 国際的な観光リゾート地としての発展を目指していくためには、ニ
セコひらふ地区の現状と課題を整理し、それらの解決に向けて地
域が主体的に取り組んでいく必要があり、エリアマネジメントはその
ための重要な政策手法であると思います。

• しかしながら、これまでの自治体による行政サービスとは別に、新
たな運営主体と新たな財源によるまちづくりの仕組みをエリアマネ
ジメントとして構築していくためには、多くの解決すべき事項があり
ます。特に新たな財源調達の手法については、どのような施策、事
業を行っていくのかについての長期的な見通しを示し、さらにその
財源を負担する側の理解を得ていくなど、具体化に向けての丁寧
なプロセスが欠かせません。

• このような問題意識から、ＷＧでは、エリアマネジメントの実施主体
や活動財源について議論する前提として、あらためてニセコひらふ
地区はどういう地区を目指すべきなのか、そしてその実現を図るた
めには、行政、民間、住民がどのような役割を果たしていく必要が
あるのかを検討し、そこから新たなエリアマネジメントによって担う
べき活動を探っていくこととしました。

※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。

ニセコひらふ地区が目指す
べき将来

取り組むべき課題の整理

課題を解決する主体の検討

エリアマネジメント組織が解
決することの整理

ニセコひらふ地区の現状と
課題

これまでの取り組み

本調査研究の位置づけと進め方

１

数十回に及ぶCID／BID検討会の議論を尊重しつつも、
本業務ではそれとは独立の立場を取った検討を進めてきました。



36 

 

２章 ニセコひらふ地区の現状と課題

課題１：スキー場関連施設・サービスが十分でないこと

現在のニセコひらふ地区のスキー場関連施設は1980～90年代に整備されており、老朽化が否めませ
ん。今後、ニセコが更なる国際化を進めていくためには、世界に誇る雪質や雪量を活かしたスキー場施
設の再整備が期待されます。

課題２：観光動向が安定していないこと

ニセコひらふ地区は外国人観光客が多く訪れており、外国人比率も高まっています。その大半をオー
ストラリア人が占めていますが、近年徐々にアジア圏観光客が増加しています。海外のリゾートでは
マーケットの多国籍化・分散化によってリスクを分散させており、ニセコひらふ地区でもこの取り組みが
必要です。また、ウィンターシーズン以外の魅力を訴求したり、文化イベント等による新たな魅力の創造
なども必要です。

課題３：土地利用や景観面における配慮が十分でないこと

2008年より適用されている準都市計画区域では、周辺部へのスプロール化や建築物の隣棟間隔の狭
さによる環境質の低下、画一的なコンドミニアムへの変化、オープンスペース不足など、対処しきれな
い問題が生じ、問題が山積しています。それは、将来ビジョンやマスタープランといった計画が不透明
で、その実現方法が準備されていないことに起因しています。将来あるべき像を官民一体となって作り
上げ、それに向けて関係者が協力していくことが必要です。

課題４：地域が主体的に観光まちづくりを進めていくための体制が十分でないこと

ニセコひらふ地区では外国人居住者比率が増加し、それに伴ってコミュニティが変化しています。ウィン
ターシーズンのみ居住する外国人もおり、町内会の機能が十分になされなくなったという声が聞かれて
います。まちづくりを支えていくために人材や組織、財源の問題を解決しなければなりません。

課題５：域内・域外交通対策が十分でないこと

スキー場間を繋ぐバスは、利用者の混乱を招いている可能性
があり、運賃や利用可能者、行き先表示の多言語化などの取
組みが必要です。また、外国人のレンタカー利用の増加で、日
帰り観光客の利用が制限されたり、路上駐車の増加による景
観への影響などが懸念され、冬季の駐車場を確保する必要が
あります。冬季の従業員の通勤に伴う交通の増加も問題にな
りつつあります。交通問題は駐車場との関係が強く、それは
土地利用に影響します。トータルなグランドデザインが求められ
ています。

課題６：観光を支える基盤を構築する必要があること

ニセコ町と一体となった観光局設立の議論は停滞していますが、ニセコ町と倶知安町が一体的に観光
推進をすることが望ましいといえます。また、観光行政の基礎となる観光統計も十分とは言えない状況
です。着実な観光政策を展開していくために行政・民間相互の協力体制のもと、統計を適切に把握する
仕組みを構築することが必要です。

冬季のニセコひらふ地区における交通渋滞
（平成２８年２月５日撮影）

※本構想をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。 ２

３章 ニセコひらふが目指す方向性

目
標
像

レ
ジ
デ
ン
シ
ャ
ル
・リ
ゾ
ー
ト
（仮
称
）

～
日
本
人
も
外
国
人
も
快
適
に
生
活
で
き
る
リ
ゾ
ー
ト
～

観光リゾートの変革
「訪れて良し」

地域マネジメントの変革
「住んで良し」

Ⅳ 国際化に対応したスキー場

日本人・外国人が楽しめるスキー場

Ⅴ 国際化に対応したアクティビティ

日本人・外国人が季節を問わず楽しめるリゾート

Ⅵ 国際化に対応したリゾートタウン

日本人・外国人が滞在を楽しめるリゾート

Ⅶ 国際化に対応した交通環境

日本人・外国人が訪れやすいリゾート

Ⅰ 国際化に対応した住環境

日本人・外国人が住みやすい環境づくり

Ⅱ 国際化に対応した観光まちづくり

日本人・外国人共同の観光まちづくり

Ⅲ 国際化に対応した行政サービス

生活と観光を支える充実した行政サービス

目指すべき方向性取り組む視点目標像

• ニセコひらふ地区は、北海道外の人々が旅行でニ
セコを訪れ、その魅力に魅せられ、「いつか住んで
みたい」「いつか事業を始めてみたい」と思うような
憧れの地でした。

• ペンション村や小規模な飲食店などは、こうしたニ
セコひらふ地区に対する想いを持って都会から移
住した人たちが経営するようになったものです。

• また、オーストラリアをはじめとする外国人の多くも、
最初はこの地域のスキー場の質や雪質、雰囲気な
どに魅力を感じて住むようになり、様々な事業を始
めるようになりました。

• ニセコファンが移住して観光客を受け入れる立
場になる、観光客の中からファンが生まれ、観光
客を受け入れる立場になる、といったサイクルで
ニセコひらふ地区は発展してきました。

• しかし、近年では徐々にかつてのニセコファンが
ひらふ地区から離れていこうとする動きも見られ
ます。

• ニセコファンが移住して生活してきたように、これ
からのひらふ地区では、改めて「住み心地の良
い」観光地を目指す必要があります。

• 日本人も外国人も、観光客も居住者も、住み心地良い観光地を目指すため、その目標像を「レジデン
シャル・リゾート ～日本人も外国人も快適に生活できるリゾート」としました。そのためには、次の７つの
目指すべき方向性を実現するための取り組みを進める必要があります。

ニセコひらふ地区のこれまでの発展プロセス

ニセコひらふ地区の目指す姿

ニセコひらふ レジデンシャル・リゾート構想（仮称）

※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。３

ファン
になる

観光で
訪れる

観光で
訪れる

観光で
訪れる

受入側
になる

受入側
になる

受入側
になる

移住
する

移住
する

移住
する

ファン
になる

ファン
になる

ファン
になる

移住
する

観光で
訪れる

観光客の増加 受入側の増加

外
国
人
観
光
客

外
国
人
事
業
者

Ⅳ 国際化に対応したスキー場

Ⅴ 国際化に対応したアクティビティ

Ⅵ 国際化に対応したリゾートタウン

Ⅶ 国際化に対応した交通環境

Ⅱ 国際化に対応した観光まちづくり

Ⅰ 国際化に対応した住環境

課題①

課題②

課題③

課題④

課題⑤

ニセコひらふ
らしさ

支援体制

目指すべき方向性

Ⅲ 国際化に対応した行政サービス

スキー場関連施設・サービスが十分ではないこと

観光動向が安定していないこと

土地利用や景観面における配慮が十分でないこと

地域が主体的に観光まちづくりを進めていくための体制が十
分でないこと

域内・域外交通対策が十分でないこと

ニセコファンが移住して観光客をもてなすようになった背景

民間の活動を実現するために不可欠な行政の支援・サービス

目指すべき方向性の根拠

官民一体となった観光基盤構築が必要なこと課題⑥

４章 目標像実現に向けた課題解決の方向性

• ７つの目指すべき方向性に従って、それぞれ取り組むべき視点を整理すると、次の通りとなります。

Ⅰ 国際化に対応した住環境

・施設インフラ・公共サービスの充実

・安全・安心の提供

・コミュニティの形成支援

・清潔感の維持

Ⅱ 国際化に対応した観光まちづくり

・担い手の確保

・持続性の担保

・意識の共有

・地区戦略の策定

・マーケティングの実施

Ⅳ 国際化に対応したスキー場

・気象条件を活かす

・リフトの更新

・様々なコースレベルの提供

・特長あるゲレンデ

・充実したゲレンデ内施設

・ゲレンデ情報の提供

・スキーレッスンの提供

・レンタル等質の高いサービス

・安全性の確保

・外国語への対応

Ⅴ 国際化に対応したアクティビティ

・アクティビティの多様な種類

・アクティビティの質

・アクティビティの予約環境

・アクティビティの情報発信

Ⅵ 国際化に対応したリゾートタウン

・中心性・核となる拠点の創出

・宿泊施設

・娯楽施設

・飲食施設

・土地利用・景観（再掲）

・リゾートエリアの刷新

Ⅶ 国際化に対応した交通環境

・アクセス性

・域内交通

・公共交通

・駐車場

・従業員交通対策
Ⅲ 国際化に対応した行政サービス

・行政のニセコひらふ地区に対する認識

・税のあり方

・観光行政の見直し

・土地利用・景観規制

・開発コントロール

・雪対策

ニセコひらふ地区の課題と目指すべき方向性

※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。 ４

５章 エリアマネジメントの考え方の原則と方向性

<国際化に対応した住環境>

• 安全・安心な暮らしを実現するため、街路防犯灯の維持管理や新規店舗に対する自主ルールの徹
底に行政と共に関わる

• コミュニティの結束強化や形成のため、「まちづくり組織」としての役割を担う
• コミュニティの結束強化や形成のため住民向け地域イベントを開催する
• 清潔な町を維持するため、事業者や観光客に対するゴミの廃棄ルール徹底に関わる

<国際化に対応した観光まちづくり>
• コミュニティの結束強化や形成のため、「まちづくり組織」としての役割を担う（再掲）
• ニセコひらふ地区が目指すべき方向性を住民や事業者と共有する場を作る
• ニセコひらふ地区の将来戦略を行政と共に検討・策定する
• 観光客のニーズやニセコひらふ地区の課題を把握する

<国際化に対応したリゾートタウン>
• 観光案内機能を持つ

<国際化に対応した行政サービス>
• 信頼できる観光統計を取り、観光政策に活かすため、民間事業者のデータ提供を仲介する

• ニセコひらふ地区が目指すべき方向性とそれに向けて必要な取り組みは、行政や民間事業者、住民、観
光推進組織など様々な主体が行っていくことが必要です。

• エリアマネジメント組織の取り組みが期待されるのは、「住環境」「観光まちづくり」「リゾートタウン」「行政
サービス」のそれぞれの課題解決に対する支援だと考えられます。

目
標
像

レ
ジ
デ
ン
シ
ャ
ル
・リ
ゾ
ー
ト
（仮
称
）

～
日
本
人
も
外
国
人
も

快
適
に
生
活
で
き
る
リ
ゾ
ー
ト
～

行政が解決すること

Ⅳ 国際化に対応した
スキー場

Ⅴ 国際化に対応した
アクティビティ

Ⅵ 国際化に対応した
リゾートタウン

Ⅶ 国際化に対応した
交通環境

Ⅱ 国際化に対応した
観光まちづくり

Ⅰ 国際化に対応した
住環境

Ⅲ 国際化に対応した
行政サービス

目指すべき方向性

民間事業者
が解決すること

住民
が解決すること

エリアマネジメント組織
が解決すること

その他組織
が解決すること

観光推進組織
が解決すること

主体 財源

主
体
と
取
り
組
み
に
あ
わ
せ
た
財
源
の
検
討

エリアマネジメントの考え方

エリアマネジメント組織にて取り組む事業の例

※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。５
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ニセコひらふ地区と行政との調整役としての「エリアマネジメント組織」

外国人居住者の増加、コミュニティの変容、町内会組織の機能低下などを踏まえると、エリアマネジメント組織は、行政と地
域とを繋ぐ橋渡しとしての機能を有することが期待されます。

ニセコひらふ地区内のコミュニケーション促進役としての「エリアマネジメント組織」

町内会に代わる地区内のまとまりや結束を高めるための役割があります。新たに入ってくる事業者に対し、地域ルールと地
域の将来像を伝え、理解を促す取り組み、住民や従業員向けの地域イベントを企画することなどが考えられます。

ニセコひらふ地区の観光戦略頭脳の一部として「エリアマネジメント組織」

観光まちづくり組織としての役割をエリアマネジメント組織が担う場合、行政による観光政策の推進を補助する役割が期待
されます。地区内の民間事業者の意見を束ね、行政とともに目指す方向性を検討・実現する役割が考えられます。

ニセコひらふ地区を訪れた観光客への対応業務

観光客への案内や滞在プログラムの一元的な予約受付など、民間事業者と観光客との間に入って観光客の滞在を支援す
る役割を担うことが期待されます。

エリアマネジメント組織の役割のイメージ図

エリアマネジメント組織の役割（案）

※本構想をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。※本調査研究をベースに住民や事業者の皆様と議論を深めていきます。 ６

６章 2016年度以降の進め方

• 2015年度の検討をもとに、2016年度はエリアマネ
ジメント組織の果たす役割について、住民の方々
のご意見を踏まえて検討を続けていきます。

• 特に住民の方々との議論が必要な点は、
①何を住民組織（エリアマネジメント組
織）で実施するのか

②何を新たな行政サービスとして実現可
能か

本調査研究の経緯

戦略ワーキング会議のメンバー

第1回
ワーキング会議
（10/26）

ニセコひらふ地区
の課題を整理・共
有を行いました。

事業者
ヒアリング
（12/11-12）

索道事業者や
NPBへのヒアリン
グを行いました。

第2回
ワーキング会議

（2/5）

ニセコひらふ地区
の目指す将来像
についての検討を
行いました。

第3回
ワーキング会議

（3/22）

エリアマネジメント
組織の役割につい
ての検討と2016年
度の進め方の検
討を行いました。

第0回
ワーキング会議

（7/6）

本調査研究の進
め方・考え方につ
いての検討を行い
ました。

倶知安町長 西江 栄二

北海道大学公共政策大学院 特任教授 小磯 修二（座長）

ニセコひらふエリアマネジメント検討委員会 田中 義人

倶知安町総合政策課長 文字 一志

公益財団法人日本交通公社 理事・観光政策研究部長 梅川 智也

公益財団法人日本交通公社 観光政策研究部 主任研究員 堀木 美告

公益財団法人日本交通公社 観光政策研究部 研究員 西川 亮

＜戦略ワーキング事務局＞

倶知安町総合政策課企画振興室長 柳澤 利宏

倶知安町総合政策課総合政策係長 植田 英雄

倶知安町総合政策課総合政策係 大坂 将人

• また、ニセコひらふ地区はこれまで開発型の発展
を遂げてきましたが、その結果、宿泊容量は
10,000人/日を突破するほどになってます。今後
も開発型の発展を続けると、地域の空間的な質
に悪影響を及ぼす可能性もあります。そこで、ニ
セコひらふ地区の良好な環境形成のため、望ま
しい空間のあり方を検討します。

調査研究からエリアマネジメントの実現へ

ニセコひらふ地区の望ましい空間のあり方の検討へ

住民懇談会
～ニセコひらふ地区の将来を考える～（仮）
を2016年上半期に実施します

「ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議」
を立ち上げます

行政やエリアマネジメント組織の役割や取り組む
べき事業について検討を進めていきます
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6 地域懇談会の開催 
 

6-1 地域懇談会の開催 

(1) 地域懇談会の概要 

 2015 年度にニセコひらふエリアマネジメント戦略ワーキング会議にて検討を進めたエリアマネジメント

の進め方を居住者や関係者に報告する目的で 2016 年 6 月 1 日に地域懇談会を開催した。 

 開催プログラムは 2 部制とし、第 1 部ではこれまでのエリアマネジメントに関する経過報告、ニセコひ

らふ地区におけるエリアマネジメントの考え方、15 年度調査研究の結果報告をおこなった。第 2 部では、

ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議の委員が登壇し、小磯氏（北海道大学特任教授）のコーデ

ィネートのもとでパネルディスカッションをおこなった。第 2 部終了後に質疑応答をおこなった。 

 

(2) 地域懇談会の開催プログラム 

 開催プログラム及び発表者は下記の通りである。 

 

開催日時：2016 年 6 月 1 日（水） 10:00～12:30 

開催場所：グランヒラフマウンテンセンター2 階 

 

◆開催プログラム    （司会・進行：倶知安町総合政策課 植田） 

10：00 開会 

10：00～10：05 挨拶   倶知安町長 西江栄二 

 

【第 1 部 調査報告  10：05～10：55】 

10：05～10：20 これまでのエリアマネジメントに関する経過報告 

          倶知安町総合政策課企画振興室長  柳澤 利宏 

10：20～10：35 ニセコひらふ地区におけるエリアマネジメントの考え方 

          北海道大学特任教授 小磯 修二 

10：35～10：55 昨年度調査研究の結果報告 

          公益財団法人日本交通公社 西川 亮 

 

【第２部 パネルディスカッション  11：00～12：00】 

テーマ：これからのひらふ地区におけるエリアマネジメントを考える 

 コーディネーター：小磯修二（北海道大学特任教授） 

 パネリスト： 西江栄二（倶知安町長） 

  田中義人 （倶知安町議会議員） 

  渡辺淳子 （株式会社グラウビュンデン） 

  ロジャース・キース（TAIGA㈱代表取締役） 

  柳澤利宏（倶知安町総合政策課） 

  梅川智也（公益財団法人日本交通公社理事・観光政策研究部長） 

 

【地域の皆さんとの意見交換  12：00～12：25】 

 

12：30  閉会 
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6-2 地域懇談会第 1部（調査報告）における報告内容 

 西江町長は、2011 年以降の取り組みを振り返り、「財源問題に偏った検討が集中し、さらにエリアマネジ

メントを具現化するには年数が経過し、地域のさらなるいくつかの課題が散見されていたので、改めて、

本来のニセコひらふ地区の目指す方向性を見定め、課題は何で、それを解決するために必要な取り組みは

何かという全体像を把握し、その上で課題解決に必要な取り組みとそれを実施する主体を検討し、役場庁

内で仕分け」したことを説明した。その上で、エリアマネジメントの財源としてこれまで検討されていた

分担金制度については、「前福島町長時代のまとめを真摯に受け止め、調査を進めた結果、地域から地方自

治法に基づく分担金という形で徴収し、それをエリアマネジメントに活用するという方法を見直す」と表

明し、「エリアマネジメントのための活動を行うために、地域の皆様に地方自治法に基づく分担金をいただ

くことはない（中略）必要な財源については、町の予算の中で検討していく」ことが明言された。 

 続く「これまでのエリアマネジメントに関する経過報告」では、まずエリアマネジメントに関する他地

域の事例が紹介された。その後、2007 年 5 月にロードヒーティング代の地元負担のあり方の議論から始ま

った一連のエリアマネジメントに関する経緯が詳細に説明された。その上で、これまで検討されていた分

担金制度を見直すに至った背景や理由についての説明がなされた。 

 「ニセコひらふ地区におけるエリアマネジメントの考え方」では、外国の不動産所有者の劇的な増加な

ど、他の地域にはない国際観光リゾートとしての大きな課題があるなか、行政のみで問題解決していける

のか、行政のみでは限界があるのではないか、という問題提起がなされた。そのため、新しい住民主導の

エリアマネジメント組織によって、その問題を一緒に解決していく方法が必要ではないか。ただそれを実

現するためのこの地域における議論の経過を見ると、財源ありきの議論で進められた会議が多かった。再

びエリアマネジメントを進めていくためには、この地域が抱えている課題やこの地域が目指す方向を整理

し、それを行政が取り組むことができるのか、他の組織が取り組む必要があるのか、を考えることが必要

だという指摘がなされた。特に大都市と違って地方部においては、新しい行政サービスを進めていく基本

的な主体は役場だが、どうしてもできないことがあれば、それは別の住民組織や民間企業、新たな組織で

取り組むということが考えられる。そこで、本来目指すべき方向やそこで取り組むべき事柄を全体的に整

理した上で、エリアマネジメントがどのような役割を果たしていけるのかという体系的な議論が必要であ

るという考え方が示された。 

 「昨年度調査研究の結果報告」では、調査報告書（概要版）を元に報告がなされた。多様なデータに基

づく現状分析の結果、ニセコひらふ地区の抱える問題として 6 点挙げられた。その上で、ニセコひらふ地

区は「住んで良し」「訪れて良し」のリゾート地を目指すべきであることが指摘され、そのために必要な取

り組みが説明された。その上で、行政や既存組織、エリアマネジメント組織などの取り組むべき主体の検

討がなされ、エリアマネジメント組織が担う役割の案が提示された。ただ、15 年度の検討は行政メンバー

が中心であり、16 年度以降は広く意見を聴取しながら進めていく必要があると説明された。 
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6-3 住民懇談会第 2部（パネルディスカッション）における議論内容 

 

発言者 意見 

西江町長 

行政ではなかなかできない部分について、地域のみんなで監視をしたり、抑制をするというような、そんな

働きにしないと地域がいい方向にはなっていかないのではないか。今後のエリアマネジメントの新たな組織

では、行政に足りないそういう部分について補ってほしい。 

地域でこんなことをすれば、もっともっと観光地に来ているお客様に対して、この地域が素晴らしい地域だ

と思われるような取り組みをしたいなど、そういう事業がたくさんあった。そのことについては、ぜひもう

一度、事業の洗い出しをして、その運営についても取り組んでいただければ、いい地域になる 

今後のエリアマネジメント組織の中でも、事務局体制が大きく鍵を握るのではないか。ここがしっかりして

いれば、本当にうまく回る 

田中氏 

エリマネ組織が立ち上がることを前提に解散させたひらふ協同組合がある。エリマネ組織が立ち上がること

を前提に、観光協会ひらふ支部が、ひらふ部会として残りながら取り組んでいる。そういったことを考える

と、事業だけではなく、このエリアの課題の取りまとめなども受け止めていく、そういうような組織になっ

ていくのではないか。 

あくまでも今ある組織は観光のマーケティングやプロモーションを行う組織で、地域の問題を取り扱ってい

く組織ではないという整理で、そこからエリマネ組織の役割をあぶり出して、しっかりと役割分担していく

べき 

渡辺氏 

ここにたくさんのお客様が来て、住んでいても素敵なところであって、お客様にとってもまた来たいと思っ

てもらえるようなエリアをみんなでつくろうというのがエリアマネジメントの取り組み。 

問題もたくさんあるが、今それを解決できるセクションはないと思う。私はずっと長いこと、ひらふ支部か

ら引き継がれて、ひらふ部会を預からせていただいてますが、すごく虚しい。皆さんに毎月、私ならではの

ニュースレターを流させていただいて、問題提起をさせていただいている。でも、結局どれもこれも、では

誰がやるのか、どうやってこれを解決していくのか、という方法とセクションがないという現状に常にぶつ

かっている状態。 

本当に観光協会の仕事なのかというような問題を自分たちで毎回毎回、問題を解決しなければならないのが

現状。 

キース氏 

エリアマネジメント組織を立ち上げることも必要だと思うが、同時進行として、行政にはそれぞれの問題点

に対応していただきたい。組織が立ち上がるまでに、いろいろな問題が保留になると、その間に問題が進ん

でしてしまって、その時点で解決しにくくなるので、それはぜひとも役場の対応をお願いしたい。 

吉田氏 

観光協会と分化して、エリアマネジメント法人が新たに観光部門のような仕事もするのではないかという気

がする。ご存知のように NPB もある。三つも同じような組織が出来上がって、うまくまとまっていくのか

ということが正直なところで、その不安がある。 

都市計画区域化について、役場も相当な覚悟で腹をくくってやっていった方がいいのではないか。 

梅川氏 

まずは目標をつくってアプローチしていく、主体をきちんとしていくと言うことが重要 

まずは地域の推進体制をきちんと整えていかないと、みんなで足を引っ張り合ってしまっているようでは、

駄目 
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6-4 質疑応答 

 地域懇談会では、パネルディスカッションの後、エリアマネジメントに関する積極的な質疑応答がなさ

れた。以下に質疑応答の様子を掲載する。 

 

発言者 質疑 地域懇談会における回答者及び回答 

A 

まずはビジョンを持って、後でお客さんのタイプ

を考えて、お客さんを喜ばせるために、何の課題

を解決するのか、どんな組織がそれをできるの

か。できるのだったらそれでいいし、できないの

だったら他の組織をつくらなければならないし、

他は行政でやらなければならない。 

 

B 

観光協会の中に今のエリアマネジメントがあっ

てもいいじゃないか（中略）できるだけ、これか

らの協議や議論、検討の中で、なんとか観光地と

いう大きなくくり、組織の中でエリアマネジメン

トや NPB などが一つになって結束するという方

向性を何とか目指していただければ… 

（西江町長） 

組織の一本化でいいのではないかということについては、

おそらくばらばらに作るよりは、一つの中でエリアマネジ

メントの概念なり、観光マーケティングなどを進めるなど、

事務局は一つでも、一つの組織の中にそのような区分けし

ながら取り組んだほうがいいのかもしれないというイメー

ジでは考えている。取りまとめのときには、どういう組織

がいいのかということも考えていくのでしょうが、絶対新

たな組織を作らなければならないとは、町は思っていない。

例えば、観光協会の中に、エリアマネジメントの組織部会

を作るなど、その場合はそのために使う予算体系で事務局

体制もあって、観光協会の組織の中で動きますという方法

もあると思う。組織がどのような役割を果たして、そのた

めに動きやすく、きちんと活動できるかということを検証

しながら考えていく。 

倶知安町はエリアマネジメント条例については、

諦めが早すぎたのではないか。地域合意がなされ

たところにおいては分担金を徴収できるとか、そ

ういう解釈もできたのではないかと思います。も

ちろん法律の改正なども絡むでしょうから簡単

にいくものではないと思います。でも、何とかそ

ういう地域合成という言葉を法律の文言の中に

組み入れて働きかけをしていくようなことがあ

ってもいいのではないか 

これから始まる検討委員会の中で、できるだけ多

くの意見を吸い上げていただきたい 

（西江町長） 

北谷町の駐車場は受益者負担金をとっているが、あれは駐

車場だけに対しての受益者と受益を受ける方とが明確にあ

って、それで公共的に負担金を取れるということになった。

このエリアにとっては、関係する人だけ、受益を受ける人

たちに負担を問うという、特定のその分野だけではなく、

この地域の課題はたくさん多岐に渡っている中で、これ一

つだけで負担金を取るというだけでは済まない。なかなか

そこには利用者が誰なのか、というところがなかなか見え

てこない。全体を通してみると、なかなかそこが明確にな

らない。当初考えていたエリアマネジメント組織の中で、

様々な事業や取り組みを進めるためには分担金では難しい

という判断をした。 
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C 

エリアマネジメントが法人化になった場合、この

法人は会員の収入、あとは行政の付属、そういう

形で運営されるのか。 

観光協会、NPB などのそういった団体組織がある

中で、さらにエリアマネジメントの団体ができる

と今事業をやっている我々はいろいろなものが

重なってくる。観光協会に入る、エリアマネジメ

ント組織に入る、さらに NPB も。NPB は広報を

するとか、エリアマネジメントとはやることが重

複しないようにやられる予定なのかもしれない

が、この地域の人たちはほとんど観光に携わって

いるので、大きなくくりではいろいろな事業をや

るにしても、観光協会はやはり母体になって、そ

の中で行政とタッグを組んでいくと形でなけれ

ば、エリアマネジメントの中の法人化した中で

は、事業費もかなり大きいものを使わないと、こ

れだけ大きなエリアマネジメント組織の役割案

も非常に難しいのではないかという感想を持っ

ている。 

（柳澤室長） 

町はエリマネ条例によって、その法人が行う事業費、エリ

マネ事業にかかる経費は、町が財政的に支援するというこ

とになっている。エリマネ法人はあくまでも法人なので、

民間会社になるので、その会社がどういうふうに自己資金

を確保するのかは、その法人が決めるものである。 

地域から会費を取るというようなものではないかもしれな

いし、もしかしたらそうかもしれない。今の段階で法人が

できていないので、その法人が自己資金を調達する方法は、

今の段階ではどうだということは言えない。 

D 
ニセコひらふ地区というときに、字樺山が入って

いるが、なぜ樺山か。 

（西江町長） 

樺山地区も山田地区も含めた条例になっているが、町内会

活動については福島前町長の時にも、樺山地区につきまし

てはそれぞれ町内会が活発に活動しているということで、

そういう地域については今やっていることに何も拒むつも

りはなく、ぜひ続けていっていただきたい。ただ、ただ単

に町内会活動でなく、地域にこれだけの外国人観光客が入

って、投資もされる中で、地域における良好な環境や地域

の価値向上を高めるための活動も必要である。町内会以上

のことをもっと取り組み続けるに当たって、行政だけでも

補える分については、新たな組織の中でもう少しお互いに

新たな公共のあり方を踏まえて、一緒に取り組みができな

いかという形でここまできている。その組織のあり方につ

いて、提案、検討されてきたということなので、組織の今

後についてはどういう範囲で、どうやって、どういう人た

ちが関わっていくかについては、また皆さんとご議論して、

今回提案されたことも踏まえて、ご指摘の部分も含めてし

っかりそこは整理しながらやっていきたい。 
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6-5 住民懇談会出席者の意見 

 住民懇談会では、出席者に対して、懇談会に対する感想と今後のエリアマネジメントに期待することに

ついて自由回答形式のアンケートを配布した。当日あるいは後日の回収とした結果、13 名から回答が得ら

れた。 

 2014 年 10 月に「倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例」が策定されて以来、エリアマネジ

メントに関する議論の動きが見えにくくなっていた状況において、地域懇談会を開催することで町として

の立場を明確に伝達することとなり、「エリアマネジメントの取り組み等が理解できました。」「エリアマネ

ジメントの方向性が、地域に説明された事はとても良かった。」等の感想が得られた。 

 

No 地域懇談会に対する感想 エリアマネジメントに期待すること 

1 

これまで？マークであったポイントが本日

の内容にクリアに示されており、またパネ

ルディスカッションでの建設的な議論は大

変有意義であり、期待感の高まる内容でし

た。 

問題提起にもあったとおり、地域としての明確なビジョンを示

し、強いリーダーシップを持った組織として、これまで長い期間

停滞してきた課題解決をするために具体的に、建設的にアクショ

ンしていける且つ、行政が強いバックアップ体制を取り、動いて

形を作っていける組織になってほしいです。 

2 
組織体制、NPB、エリアマネジメントなど

一体で、話が進んでもらいたい。 
良い方向に進むことを期待致します。 

3 
エリアマネジメントの取り組み等が理解で

きました。 

世界のリゾート地なので、観光客が滞在しやすく、住民が生活し

やすい環境を作っていっていただきたいとおもいます。 

4 

エリアマネジメントは必要な取り組みと思

います。それ以外の行政による観光に対す

る積極的な働きを期待します。 

この地域に来る人にとっての魅力になっている美しさ、空間、自

然を保っていってほしい。 

5 

・分担金制度について理解が深まった。 

・課題が明らかにされていたが、真の問題

は逆によくわからなかった 

・パネラー、地域外からの話が聞けてよか

った 

特になし 

6 
専門家の意見も聞け、意義ある良い機会で

した。マイクの声が聞き取りにくい。 
特になし 

7 
大切な会ではありますが、仕事外の時間で

あると嬉しいですね。 
本来の型を作れる進歩が見たいですね。 

8 

お疲れさまでした。住民との話し合いは大

事です。賛否はあると思いますが。良いこ

とは実行すれば良いと思うが、納得のいく

ようにしてほしい。 

観光協会、NPB、エリアマネジメントがそれぞれの組織として確

立しないで、観光協会を母体に下部組織、ピラミッド式に組み立

ててはどうでしょうか。役員も内情もわかり、会員もわかり易い。

会費についても一本化できる？たくさん組織があれば、観光客に

伝わる“良い地域”にはならない。来る方々、利用してくれたお

客さまに喜んでいただける場所になるように、皆で努力していき

たいと思う。 

9 
「BID」の会議が中断した後の流れがわかり

ました。 

「地域が仲良く」できればいいものができると思います。お客さ

まの「want」を拾い上げれば、できることがたくさんあると思

います。やっぱり私は「ひらふ大家族計画」を提案したいです。

今日はありがとうございました。 

10 

Too late notice→Please send the invite 

earlier. 

Not really clean what was the point. 

The main objective would be a body where businesses of the area 

could gather and inform the relevant authorities of the main issues 

facing the town. 
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12 

ひらふ坂（山田商店エリア）の具体的な問

題を解決する財源はしかり、ひらふスキー

場と商業地区の関係性を含めた統合的な計

画が必要と感じた。 

ひらふ坂周辺はここに暮らす生活者より、商業目的に関わる人々

が多く、「郷土愛」が少なく感じる。この課題は立場や利害を超

えたところで議論していかないと前進しないと感じました。あり

がとうございました。 

13 

限られた時間で伝えるのは困難なことです

が、要点をまとめて伝えいただいたと感じ

ています。しかし、一点 昨年度調査研究

結果報告は、ペーパーでその内容が分かり

易くまとめられて、また参加者が当地域の

課題などは誰よりも熟知していることなの

で、調査担当者が第三者として、最重要と

感じたポイントだけの説明で良かったので

はと感じています。 

このアンケート提出するまで、日々色々な思いが巡り、正直な部

分を申し上げますと、考えまとまりません。 

 最もお願いしたいところだけを申し上げます。BID 仕切り直し

と一言で表現するのは非常に容易なことですが、BID が地域に登

場した時、地域で暮らすイチ住民と言うサラリーマン生活でした

が、現在自営業を生業とし、色々と耳に入ること、様々な方々の

意見を聞くにつれ、一つも地域の合意が成されていない、と感じ

ています。 

 新たな検討スタートする前に、みなさん多忙なことは重々理解

していますが、可能であれば十分な時間を準備して、今一度対象

地域の意見交換の場を望んでいます。 

 今、実に嫌な空気、空間を感じています。 

 

図表16. 地域懇談会の様子（写真） 

   

I don't think it will be possible for the association to do anything 

which really solves the issues that HIRAFU is facing. 

11 

エリアマネジメントの方向性が、地域に説

明された事はとても良かった。当初のイメ

ージではかなり特化した組織であったが、

かなり「まちづくり組織」になると感じる。 

「エリアマネジメント」と「観光プロモーション」については連

携と分業が必要。「観光局」を広域で組織できることを目標とし、

地域ごとの課題を考える組織も含められる事が望ましい。 
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6-6 住民懇談会後の動き 

 住民懇談会の様子は 2016 年 7 月の倶知安町広報紙に掲載し、参加できなかった居住者にも発信された。

その紙面は下記の通りである。 

 

図表17. 広報くっちゃん（平成２８年７月号、No.１０５０）の記事 

 

 

6-7 住民懇談会を踏まえて検討が必要な事項 

 住民懇談会の開催によって、エリアマネジメントの意義やその必要性について、一定程度の理解が得ら

れたと考えられる。一方で、エリアマネジメントを推進していく上で検討すべき事項についても明らかに

なった。地域懇談会で挙げられた質問事項や、居住者へのヒアリングをもとに特に検討を要する事項を整

理すると、次の 5 点が挙げられる。 

 

①ニセコヒラフ地区の魅力向上という観点におけるエリアマネジメントの位置づけ 

②エリアマネジメント組織立ち上げの必要性の検討 

③行政が果たすべき役割 

④（③で必要性があると判断された場合）エリアマネジメント組織の具体的な事業 

⑤（③で必要性があると判断された場合）エリアマネジメント組織の体制 

 

 第１に、エリアマネジメントの位置づけについてである。住民懇談会の様子を踏まえると、エリアマネ

ジメントという取り組み自体を否定するものは散見されず、地域の魅力向上を図るためには必要な取り組
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みだと理解されていると思われる。検討事項②エリアマネジメント組織立ち上げの必要性の検討にも関連

するが、倶知安観光協会や NPB、町内会等、既存組織が様々な活動を展開している中でエリアマネジメン

トはどういった範囲の業務を担うものなのかを整理する必要がある。 

第２に、新たにエリアマネジメント組織を立ち上げる必要性についてである。①で特定されたエリアマ

ネジメントの位置づけを確認した上で、それを実施するための新たな組織を立ち上げる必要性を検討する

必要がある。この問題については、役割論だけではなく、地域の懸念に応えることも求められる。すなわ

ち、倶知安町では、それまで中心市街地とニセコひらふ地区とで別々に活動を行っていた、倶知安観光協

会とひらふ支部が 2012 年に一体化し、ひらふ支部は倶知安観光協会ひらふ部会へと改組した経緯がある。

今新たにエリアマネジメント組織をニセコひらふ地区で立ち上げると、一体化した観光協会が再び分裂す

ることになるのではないか、という懸念が挙げられた。そのほか、ニセコひらふ地区には 4 つの町内会が

あるため、その活動との調整を図る必要もある。 

第３に、地域の魅力向上を目指すためには、エリアマネジメントという民間主体の活動のみではなく、

行政による一定程度の関与や行政サービスの提供が求められることが指摘される。言い方を変えれば、ベ

ースとなる行政サービスが伴った上で展開されるエリアマネジメントの活動が、地域の魅力向上に繋がっ

ていくという指摘である。そのためには、行政として果たすべき役割や機能について合わせて検討し、行

政ではできないことをエリアマネジメント活動で補うという考え方を持つ必要がある。この考え方は、15

年度の調査研究時より引き継いでいるものであり、エリアマネジメントの成功には欠かせない。 

また、地域懇談会では町長がエリアマネジメントに必要な財源は「町の予算の中で検討していく」と明

言しており、それによってエリアマネジメント活動が現実味を帯びたことは確かである。一方、倶知安町

内でニセコひらふ地区の活動に対してのみ町税が使われることによって、地域間の不平等が生じることや

他地域に居住する住民の不満を誘発する懸念がある。これについて、町はニセコひらふ地区を支援する理

由を明確にする必要がある。 

 第４に、エリアマネジメント組織が必要だという判断をした場合、エリアマネジメントによって取り組

むべき具体的な事業を検討する必要がある。 

 第５に、エリアマネジメント組織が必要だという判断をした場合、組織の事務局機能や人材など、組織

のあり方全般についてである。ニセコひらふ地区が抱える様々な問題にいち早く対処していくためには、

ある程度の機動力を持った組織とする必要があることが指摘されている。また、外国人居住者が積極的に

関与しやすい組織にしたいという声も聞かれた。組織のあり方については、上記の「エリアマネジメント

組織の位置づけ、既存組織との調整や役割分担」を明確にし、エリアマネジメント組織の新規設立が合意

を得られた後に検討していくこととなる。 

 

 これらを検討するため、「ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議」を運営した。詳しくは次章で

述べる。 
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7 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議の運営 
 

 エリアマネジメントを推進して行くにあたっての懸念事項を整理し、方向性を検討する目的でニセコひ

らふエリアマネジメント推進検討会議を開催した。 

 

7-1 構成メンバー 

 昨年度設置した「戦略ワーキング」のメンバーに加え、新たに地域代表を 3 名加えた。構成メンバーは

下記の通りである。座長を小磯修二北海道大学大学院特任教授、副座長を地域代表の渡辺淳子氏が務めた。 

 

ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議委員 

倶知安町長 西江 栄二 

一般社団法人倶知安観光協会会長 吉田 聡 

北海道大学公共政策大学院特任教授 小磯 修二（座長） 

株式会社ニセコリゾートサービス代表取締役 田中 義人 

株式会社グラウビュンデン代表取締役 渡辺 淳子（副座長） 

ＴＡＩＧＡ株式会社代表取締役 ロジャーズ キース・モーガン 

倶知安町役場総合政策課長 文字 一志 

倶知安町役場観光課長 浅上 勲 

倶知安町役場まちづくり新幹線課長 熊谷 義宏 

公益財団法人日本交通公社理事・観光政策研究部長 梅川 智也 

ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議事務局 

倶知安町役場総合政策課企画振興室長 柳澤 利宏 

倶知安町役場総合政策課総合政策係長 植田 英雄 

倶知安町役場観光課観光地域振興係長 原田 峰憲 

倶知安町役場総合政策課総合政策係 大坂 将人 

公益財団法人日本交通公社 西川 亮（資料作成） 

プランニングメッシュ 関口 麻奈美（記録） 

 

7-2 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議の開催状況 

 5/31 に第 1 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議を開催した。新たに加わった住民代表委員

に対して 15 年度の検討経緯・結果を報告すると共に、地域懇談会の位置づけや進め方についての検討を行

った。 

6/1 に開催した地域懇談会の結果を踏まえ、7 月に住民代表委員に対してエリアマネジメントに対する期

待や懸念、現在ニセコひらふ地区が抱える問題とその対処についての聴き取りを行った6。ヒアリングの結

果を踏まえ、9/30 に第 2 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議を開催した。エリアマネジメン

トを推進していくにあたってクリアすべき課題やエリアマネジメントの位置づけ、行政に期待される役割

などについての議論を行った。そして 11/28 に第 3 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議を開

催し、エリアマネジメントの方向性や次年度以降の進め方について合意を得た。 

 

 

                                                 
6 具体的には、7 月 26 日～27 日に委員にヒアリングを行った。 
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開催日 主な議題 

2016 年 5 月 31 日（火） 

第 1 回ニセコひらふエリアマ

ネジメント推進検討会議 

15 年度成果の共有 

16 年度業務の目的と進め方 

地域懇談会の進め方 

2016 年 9 月 30 日（金） 

第 2 回ニセコひらふエリアマ

ネジメント推進検討会議 

地域懇談会の結果の共有 

エリアマネジメント実現に向けた諸課題 

観光協会や NPB とエリアマネジメントの目指す役割の棲み分け 

エリアマネジメントに求められる役割 

行政に求められる役割 

エリアマネジメントを進めていくための手順・プロセス 

2016 年 11 月 28 日（月） 

第 3 回ニセコひらふエリアマ

ネジメント推進検討会議 

組織立ち上げに向けた検討事項 

17 年度以降のエリアマネジメントの進め方について 

 

 

7-3 第 1回検討会議 

(1) 会議内容 

 昨年度の成果報告を行った。また、翌日開催予定の地域懇談会に向けてその進め方についての検討を行

った。 

 

(2) 会議資料 

資料１ 今年度業務の目的と進め方 

資料２ これからのエリアマネジメントに関する調査報告書概要版 

資料３ 地域懇談会の進め方と台本（案） 

資料４ 町長挨拶文面案 

・昨年度調査研究の結果報告（案） 

・地域懇談会プログラム（案） 

・地域懇談会アンケート（案） 

 

7-4 第 2回検討会議 

(1) 会議内容 

<資料説明> 

・本日の会議の位置づけ 

・地域懇談会の結果の共有 

・エリアマネジメントの実現に向けた諸課題の整理 

<意見交換> 

・観光協会や NPB とエリアマネジメントの目指す役割の棲み分け 

・エリアマネジメントに求められる役割 

・行政に求められる役割 

・エリアマネジメントを進めていくための手順・プロセス 
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(2) 会議資料 

資料１ 本日の会議の位置づけ 

資料２ 2016 年 6 月 1 日開催 地域懇談会の結果報告 

資料３ エリアマネジメントの実現に向けた検討 

参考資料１ 第 1 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議録 

参考資料２ 地域懇談会議事録 

 

以下に資料１～資料３を添付する。 

 

 

平成28年度 第２回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議 資料

２０１６年９月３０日（金）
１４：００～１６：００

俱知安町役場3階会議室

1
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本日の会議の位置づけ

事務局打ち合わせ 「地域懇談会について」
・町としての方向性の確認
・地域懇談会の進め方（内容・構成）

4/25

第１回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「地域懇談会について」
・地域懇談会の進め方（内容・構成）5/31

地域懇談会の開催・意見交換会6/1

第２回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「行政・住民・エリマネ組織の役割検討①」
・地域懇談会や委員ヒアリングを踏まえたエリマネ組織の検討

9/30

第２回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「行政・住民・エリマネ組織の役割検討②」
・エリマネ組織の機能・人材・財源の方向性決定
・エリアマネジメント計画の方向性決定

12月頃

平成28年度検討の到達点：
エリアマネジメント組織の機能が確立している
エリアマネジメント組織自体が立ち上がっている
エリアマネジメント組織の活動財源の目処が立っている

●平成28年度の進め方（案）●中期的に見た平成28年度の位置づけ

平成27年度 • 行政主体で構想策定

平成28年度 • 行政主体で策定した構想を関係者に開く

• 関係者の意見を踏まえて構想をブラッシュアップさ
せる

• 行政がすべき事業／エリマネがすべき事業の線
引きを図り、合意を得る

• エリアマネジメント組織の役割を明確化する

• エリアマネジメント組織に相応しい人材や財源に
ついて検討する

• エリアマネジメント組織が立ち上がる（※本事業の
範囲外）

平成29年度 • エリアマネジメント計画を策定する
• エリアマネジメント計画に基づいて事業が始まる
• 行政がすべき事業の実施が始まる

平成30年度 • エリアマネジメント組織が本格的に機能する

資料１

2

◆2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 資料２

●2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 （パネルディスカッション ）

発言者 意見

田中議員

• エリマネ組織が立ち上がることを前提に解散させたひらふ協同組合がある。エリマネ組織が立ち上がることを前提に、観光協会ひらふ支部が、
ひらふ部会として残りながら取り組んでいる。そういったことを考えると、事業だけではなく、このエリアの課題の取りまとめなども受け止めて
いく、そういうような組織になっていくのではないか。

• あくまでも今ある組織は観光のマーケティングやプロモーションを行う組織で、地域の問題を取り扱っていく組織ではないという整理で、そこ
からエリマネ組織の役割をあぶり出して、しっかりと役割分担していくべき

西江町長

• 行政ではなかなかできない部分について、地域のみんなで監視をしたり、抑制をするというような、そんな働きにしないと地域がいい方向には
なっていかないのではないか。今後のエリアマネジメントの新たな組織では、行政に足りないそういう部分について補ってほしい。

• 地域でこんなことをすれば、もっともっと観光地に来ているお客様に対して、この地域が素晴らしい地域だと思われるような取り組みをしたい
など、そういう事業がたくさんあった。そのことについては、ぜひもう一度、事業の洗い出しをして、その運営についても取り組んでいただけれ
ば、いい地域になる

• 今後のエリアマネジメント組織の中でも、事務局体制が大きく鍵を握るのではないか。ここがしっかりしていれば、本当にうまく回る

渡辺氏

• ここにたくさんのお客様が来て、住んでいても素敵なところであって、お客様にとってもまた来たいと思ってもらえるようなエリアをみんなでつく
ろうというのがエリアマネジメントの取り組み。

• 問題もたくさんあるが、今それを解決できるセクションはないと思う。私はずっと長いこと、ひらふ支部から引き継がれて、ひらふ部会を預から
せていただいてますが、すごく虚しい。皆さんに毎月、私ならではのニュースレターを流させていただいて、問題提起をさせていただいている。
でも、結局どれもこれも、では誰がやるのか、どうやってこれを解決していくのか、という方法とセクションがないという現状に常にぶつかって
いる状態。

• 本当に観光協会の仕事なのかというような問題を自分たちで毎回毎回、問題を解決しなければならないのが現状。

キース氏
• エリアマネジメント組織を立ち上げることも必要だと思うが、同時進行として、行政にはそれぞれの問題点に対応していただきたい。組織が立
ち上がるまでに、いろいろな問題が保留になると、その間に問題が進んでしてしまって、その時点で解決しにくくなるので、それはぜひとも役
場の対応をお願いしたい。

吉田氏
• 観光協会と分化して、エリアマネジメント法人が新たに観光部門のような仕事もするのではないかという気がする。ご存知のようにNPBもある。
三つも同じような組織が出来上がって、うまくまとまっていくのかということが正直なところで、その不安がある。

• 都市計画区域化について、役場も相当な覚悟で腹をくくってやっていった方がいいのではないか。

梅川
• まずは目標をつくってアプローチしていく、主体をきちんとしていくと言うことが重要
• まずは地域の推進体制をきちんと整えていかないと、みんなで足を引っ張り合ってしまっているようでは、駄目

3
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◆2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 資料２

●2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 （質疑応答 その１）

発言者 質疑 地域懇談会における回答者及び回答

A

まずはビジョンを持って、後でお客さんのタイプを考えて、お
客さんを喜ばせるために、何の課題を解決するのか、どんな
組織がそれをできるのか。できるのだったらそれでいいし、
できないのだったら他の組織をつくらなければならないし、他
は行政でやらなければならない。

B

観光協会の中に今のエリアマネジメントがあってもいいじゃ
ないか（中略）できるだけ、これからの協議や議論、検討の
中で、なんとか観光地という大きなくくり、組織の中でエリア
マネジメントやNPBなどが一つになって結束するという方向
性を何とか目指していただければ…

（西江町長）
組織の一本化でいいのではないかということについては、おそらくばらばらに作るよ
りは、一つの中でエリアマネジメントの概念なり、観光マーケティングなどを進める
など、事務局は一つでも、一つの組織の中にそのような区分けしながら取り組んだ
ほうがいいのかもしれないというイメージでは考えている。取りまとめのときには、ど
ういう組織がいいのかということも考えていくのでしょうが、絶対新たな組織を作らな
ければならないとは、町は思っていない。例えば、観光協会の中に、エリアマネジメ
ントの組織部会を作るなど、その場合はそのために使う予算体系で事務局体制も
あって、観光協会の組織の中で動きますという方法もあると思う。組織がどのような
役割を果たして、そのために動きやすく、きちんと活動できるかということを検証しな
がら考えていく。

倶知安町はエリアマネジメント条例については、諦めが早す
ぎたのではないか。地域合意がなされたところにおいては分
担金を徴収できるとか、そういう解釈もできたのではないか
と思います。もちろん法律の改正なども絡むでしょうから簡
単にいくものではないと思います。でも、何とかそういう地域
合成という言葉を法律の文言の中に組み入れて働きかけを
していくようなことがあってもいいのではないか

（西江町長）
北谷町の駐車場は受益者負担金をとっているが、あれは駐車場だけに対しての受
益者と受益を受ける方とが明確にあって、それで公共的に負担金を取れるというこ
とになった。このエリアにとっては、関係する人だけ、受益を受ける人たちに負担を
問うという、特定のその分野だけではなく、この地域の課題はたくさん多岐に渡って
いる中で、これ一つだけで負担金を取るというだけでは済まない。なかなかそこに
は利用者が誰なのか、というところがなかなか見えてこない。全体を通してみると、
なかなかそこが明確にならない。当初考えていたエリアマネジメント組織の中で、
様々な事業や取り組みを進めるためには分担金では難しいという判断をした。

これから始まる検討委員会の中で、できるだけ多くの意見を
吸い上げていただきたい

（回答なし）

4

◆2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 資料２

●2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 （質疑応答 その２）

発言者 質疑 地域懇談会における回答者及び回答

C

エリアマネジメントが法人化になった場合、この法人は会員の収入、
あとは行政の付属、そういう形で運営されるのか

（柳澤室長）
町はエリマネ条例によって、その法人が行う事業費、エリマネ事業にかかる経
費は、町が財政的に支援するということになっている。エリマネ法人はあくまで
も法人なので、民間会社になるので、その会社がどういうふうに自己資金を確
保するのかは、その法人が決めるものである。
地域から会費を取るというようなものではないかもしれないし、もしかしたらそ
うかもしれない。今の段階で法人ができていないので、その法人が自己資金
を調達する方法は、今の段階ではどうだということは言えない。

観光協会、NPBなどのそういった団体組織がある中で、さらにエリア
マネジメントの団体ができると今事業をやっている我々はいろいろ
なものが重なってくる。観光協会に入る、エリアマネジメント組織に
入る、さらにNPBも。NPBは広報をするとか、エリアマネジメントとは
やることが重複しないようにやられる予定なのかもしれないが、こ
の地域の人たちはほとんど観光に携わっているので、大きなくくり
ではいろいろな事業をやるにしても、観光協会はやはり母体になっ
て、その中で行政とタッグを組んでいくと形でなければ、エリアマネ
ジメントの中の法人化した中では、事業費もかなり大きいものを使
わないと、これだけ大きなエリアマネジメント組織の役割案も非常に
難しいのではないかという感想を持っている。

（回答なし）

D
ニセコひらふ地区というときに、樺山町が入っているが、なぜ樺山
か

（西江町長）
樺山地区も山田地区も含めた条例になっているが、町内会活動については福
島前町長の時にも、樺山地区につきましてはそれぞれ町内会が活発に活動し
ているということで、そういう地域については今やっていることに何も拒むつも
りはなく、ぜひ続けていっていただきたい。ただ、ただ単に町内会活動でなく、
地域にこれだけの外国人観光客が入って、投資もされる中で、地域における
良好な環境や地域の価値向上を高めるための活動も必要である。町内会以
上のことをもっと取り組み続けるに当たって、行政だけでも補える分について
は、新たな組織の中でもう少しお互いに新たな公共のあり方を踏まえて、一緒
に取り組みができないかという形でここまできている。その組織のあり方につ
いて、提案、検討されてきたということなので、組織の今後についてはどういう
範囲で、どうやって、どういう人たちが関わっていくかについては、また皆さん
とご議論して、今回提案されたことも踏まえて、ご指摘の部分も含めてしっか
りそこは整理しながらやっていきたい。 5
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◆2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 資料２

●2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 （当日アンケート その１）

氏名 所属 感想 期待すること

これまで？マークであったポイントが本日の内容にクリアに
示されており、またパネルディスカッションでの建設的な議
論は大変有意義であり、期待感の高まる内容でした。

問題提起にもあったとおり、地域としての明確なビジョンを示し、強
いリーダーシップを持った組織として、これまで長い期間停滞してき
た課題解決をするために具体的に、建設的にアクションしていける
且つ、行政が強いバックアップ体制を取り、動いて形を作っていける
組織になってほしいです。

組織体制、NPB、エリアマネジメントなど一体で、話が進ん
でもらいたい。

良い方向に進むことを期待致します。

エリアマネジメントの取り組み等が理解できました。
世界のリゾート地なので、観光客が滞在しやすく、住民が生活しや
すい環境を作っていっていただきたいとおもいます。

エリアマネジメントは必要な取り組みと思います。それ以外
の行政による観光に対する積極的な働きを期待します。

この地域に来る人にとっての魅力になっている美しさ、空間、自然を
保っていってほしい。

特になし 特になし

・分担金制度について理解が深まった。
・課題が明らかにされていたが、真の問題は逆によくわか
らなかった
・パネラー、地域外からの話が聞けてよかった

特になし

専門家の意見も聞け、意義ある良い機会でした。マイクの
声が聞き取りにくい。

特になし

大切な会ではありますが、仕事外の時間であると嬉しいで
すね。

本来の型を作れる進歩が見たいですね。

お疲れさまでした。住民との話し合いは大事です。賛否は
あると思いますが。良いことは実行すれば良いと思うが、
納得のいくようにしてほしい。

観光協会、NPB、エリアマネジメントがそれぞれの組織として確立し
ないで、観光協会を母体に下部組織、ピラミッド式に組み立ててはど
うでしょうか。役員も内情もわかり、会員もわかり易い。会費につい
ても一本化できる？たくさん組織があれば、観光客に伝わる“良い
地域”にはならない。来る方々、利用してくれたお客さまに喜んでい
ただける場所になるように、皆で努力していきたいと思う。
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◆2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 資料２

●2016年6月1日開催 地域懇談会の結果報告 （当日アンケート その２）

氏名 所属 感想 期待すること

「BID」の会議が中断した後の流れがわかりました。

「地域が仲良く」できればいいものができると思います。お客さまの
「want」を拾い上げれば、できることがたくさんあると思います。やっ
ぱり私は「ひらふ大家族計画」を提案したいです。今日はありがとう
ございました。

Too late notice→Please send the invite earlier.

Not really clean what was the point.

（訳：開催連絡が遅い。要点が分からなかった）

The main objective would be a body where businesses of the 

area could gather and inform the relevant authorities of the main 

issues facing the town.

I don't think it will be possible for the association to do anything 

which really solves the issues that HIRAFU is facing.

（訳：この地域の事業者が集い、行政に対して地域課題を伝えること
ができる組織が必要。エリマネ組織がひらふの持っている課題を解
決できるとは思えない）

エリアマネジメントの方向性が、地域に説明された事はとて
も良かった。当初のイメージではかなり特化した組織で
あったが、かなり「まちづくり組織」になると感じる。

「エリアマネジメント」と「観光プロモーション」については連携と分業
が必要。「観光局」を広域で組織できることを目標とし、地域ごとの課
題を考える組織も含められる事が望ましい。

ひらふ坂（山田商店エリア）の具体的な問題を解決する財
源はしかり、ひらふスキー場と商業地区の関係性を含めた
統合的な計画が必要と感じた。

ひらふ坂周辺はここに暮らす生活者より、商業目的に関わる人々が
多く、「郷土愛」が少なく感じる。この課題は立場や利害を超えたとこ
ろで議論していかないと前進しないと感じました。ありがとうございま
した。

限られた時間で伝えるのは困難なことですが、要点をまと
めて伝えいただいたと感じています。しかし、一点 昨年度
調査研究結果報告は、ペーパーでその内容が分かり易く
まとめられて、また参加者が当地域の課題などは誰よりも
熟知していることなので、調査担当者が第三者として、最
重要と感じたポイントだけの説明で良かったのではと感じ
ています。

このアンケート提出するまで、日々色々な思いが巡り、正直な部分
を申し上げますと、考えまとまりません。
最もお願いしたいところだけを申し上げます。BID仕切り直しと一言
で表現するのは非常に容易なことですが、BIDが地域に登場した時、
地域で暮らすイチ住民と言うサラリーマン生活でしたが、現在自営
業を生業とし、色々と耳に入ること、様々な方々の意見を聞くにつれ、
一つも地域の合意が成されていない、と感じています。
新たな検討スタートする前に、みなさん多忙なことは重々理解して
いますが、可能であれば十分な時間を準備して、今一度対象地域
の意見交換の場を望んでいます。
今、実に嫌な空気、空間を感じています。

7
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◆エリアマネジメントの実現に向けた検討 資料３

●エリアマネジメントを進めていくための懸念・論点

懸念・論点 検討すべき点など

• 新たにエリアマネジメント組織を立ち上げ
る必要はあるのか？一体化した中心市
街地とひらふ地区の観光協会が再びバ
ラバラになるのか？

• 観光協会とエリアマネジメント組織の棲
み分けをどのようにするのか？

「組織がどのような役割を果たして、そのために動きやすく、きちんと活動できるかということを検証しなが
ら考えていく（西江町長）」

「エリマネ組織が立ち上がることを前提に解散させたひらふ協同組合がございます。そういった組織が立
ち上がることを前提に、観光協会ひらふ支部が、ひらふ部会として残りながら取り組んでいる（田中議
員）」
→倶知安町全体のプロモーション活動を中心に行う観光協会とニセコひらふ地区の課題解決やまちづく

りを行うエリアマネジメント組織とが一つの組織内に存在するメリットとデメリットがあると考えられる。メ
リット・デメリットを考慮した上でエリアマネジメントを実現することが望ましい。

• 民間によるエリアマネジメントだけではニ
セコひらふ地区の地域課題の解決には
至らない。根本的には行政が取り組むべ
き事項が多々あるのではないか。

（西江町長）

「多岐にわたっている問題に対し、行政としての対応が問われていると思うので、エリマネとは別にしっか
り対応していきたい」（第1回検討委員会でのキース氏の質問に対する回答として）

• ニセコひらふ地区のエリアマネジメントの
み、特別に町の税金による支援がなされ
ることに対し、倶知安町の他の地区から
不満の声が上がるのではないか。

ニセコひらふ地区はその資源的価値に起因して観光客の集中や不動産投資が高まっている。観光客の
集中や不動産投資の増加は、入湯税や固定資産税等の町税の増加に貢献している。地域の魅力価値
の増加は今後も観光地としての発展を維持するためには必要不可欠なものであり、町として税を投入す
る価値があるものと判断できる。また、観光客の消費はニセコひらふ地区のみならず市街地の産業にも
波及効果がある。これらの事実を持って住民を説得するため、経済波及効果についての調査を行う必要
があるのではないか？

• エリアマネジメント組織の事務局機能、
人材・財源

エリアマネジメントを担う組織と共に合わせて検討する必要がある

• エリマネ組織の活動に対する地域の合
意形成では、全ての意見を調整すると動
きが鈍くなる

投票で何割以上の賛成が得られたら事業として実施する、などの合意形成の手法でないと、地域の外国
人居住者がエリアマネジメントに協力しにくくなるのではないか。エリアマネジメント組織の合意形成手法
についても検討する必要がある。

• ひらふ坂のロードヒーティング代の捻出
はどのように考えるのか？駅前通りの
ロードヒーティング問題と合わせて考える
必要がある

（要検討）

（第1回検討会や地域懇談会、ヒアリング等より懸念事項を整理した）
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◆エリアマネジメントの実現に向けた検討 資料３

組織名 組織の役割・概要等

倶知安町
総合政策
課

ニセコひらふ地区のエリアマネジメントに関する業務に関わる

倶知安町
観光課

2016年4月よりサンスポーツランド内に事務所を構える。これから徐々に住民と

の接点が増えてくることに住民側も期待している。一方で事務所が移転したこ
とにより、観光課とその他のセクションとの乖離も懸念される。

町内会

字山田地区には第1町内会～第4町内会まで存在する。
第1町内会は東急が関わり、ある程度の活動を維持することができている。
第2・第3町内会は機能が低下している。
第4町内会（泉郷）は活動が盛んで住民イベント（BBQ等）も盛んに行われている。

倶知安観
光協会

事務所は倶知安町中心部。主に国内向けのプロモーション活動を行う役割を
担う（担当するエリアは中心市街地・ニセコひらふ地区を含む倶知安町全域）。

観光協会ひ
らふ部会

観光協会一本化時にひらふ地区のまちづくりを担うために設けられた。冬に投
棄されたゴミの回収や花植えなどを行っている。

ＮＰＢ
サンスポーツランド内に事務所を構える。主に海外向けのプロモーション活動
を行う役割を担う。
だが、最近はその活動力が低下しているという声もある。

住民
町内会の機能が低下するなか、町内会で担っていた取り組みを一部の住民や
事業者がボランティアで行っている状況が続いており、負担が大きい。
また、ゴミ処理の問題等についても一部の住民がボランティアで行っている。

民間事業
者

住民の多くが観光事業に従事しており、上記「住民」の項目と同じ役割を果たす。
また、各民間事業者は国内外へのプロモーション活動にも取り組む。

●ニセコひらふ地区に関わる既存組織の整理

（参考）倶知安町行政組織規則

総合政策課
総合政策係
(3) ニセコひらふ地区エリアマネジメントに関すること。

観光課
観光係
(1) 観光振興計画に関すること。
(2) 観光施設整備及び管理に関すること。
(3) 観光情報発信に関すること。
(4) 各種観光推進組織との連携強化に関すること。
(5) 観光諸行事及び観光物産品に関すること。
(6) 名勝に関すること。
(7) 観光客誘致促進に関すること。
(8) 観光圏、観光局に関すること。
(9) 観光統計調査に関すること。
(10) 広域観光圏の振興に関すること。
(11) 雪トピアフェスティバルに関すること。
(12) その他観光に関すること。

観光地域振興係
(1) 観光地域周辺における自治組織・観光関係組織との
連携強化に関すること。
(2) 観光地域周辺における環境・治安維持に関する連携
強化に関すること。
(3) 観光客受入体制充実に関すること。
(4) 観光地域の情報に関すること。
(5) 自然公園に関すること。
(6) その他観光に関する地域振興に関すること。

今、ニセコひらふ地区に求められているのは、住民・事業者同士の結束や地域の魅力アップ
に繋がる活動（＝まちづくり）とそれを担う組織ではないか。

9
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◆エリアマネジメントの実現に向けた検討

対観光客
対住民
対地域

行政

民間

ＮＰＢ
（海外向け）

観光協会
（国内向け）

倶知安町
観光課

町内会

倶知安町

総合政策課・
その他関係課

観光協会
ひらふ部会 （同組織）

●ニセコひらふ地区に関わる既存組織の整理

資料３

10

◆エリアマネジメントの実現に向けた検討

対観光客
対住民
対地域

行政

民間

資料３

11

町内会
観光協会
ひらふ部会

●地域の将来像を構築し、その実現を住民と共に目指す
●魅力ある空間作り（花壇・ゴミ拾い・イルミネーション等）
●地域イベントの実施
●コミュニティ形成・強化
●住民同士の交流促進
●地域要望の行政への伝達
●地域ルールの伝達・徹底

エリアマネジメントを
担う組織

地
域
の
魅
力
作
り

●俱知安の発信（国内）
●ニセコの発信（海外）
●マーケティング
●観光客への情報提供（観光案内を含む）
●苦情対応
●エリマネ活動への参加・支援・協力

ＮＰＢ
（海外向け）

観光協会
（国内向け）

●防犯灯整備
●交通問題の解消
●開発の規制・コントロール
●不法建築の取り締まり
●条例・要綱違反の取り締まり
●ロードヒーティング財源の解決
●ゴミ問題への協力
●都市計画区域化の検討と財源確保
●景観規制の見直し・検討
●税の使途の見直し
●エリマネ活動への参加・支援・協力
（人的・財源的・専門的支援）
●ひらふ地区のグランドデザイン検討
●道・国への働きかけ
●その他

●観光統計の正確性向上
●経済波及効果の測定
●観光客動向調査
●対外発信への協力
●エリマネ活動への参加・支援・協力
（人的・財源的・専門的支援）
●その他

倶知安町
総合政策課・
その他関係課

倶知安町
観光課

地
域
の
魅
力
発
信

地
域
の
魅
力
作
り
を
支
え
る

地
域
の
魅
力
発
信
を
支
え
る

エリアマネジメントが機能するフィールド

＝まちづくりに資する活動・地域の価値
向上に資する活動

エリアマネジメント以外の方法・
組織がカバーすべきフィールド

●ニセコひらふ地区に関わる既存組織の整理とそれぞれに期待される取り組み（案）
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◆エリアマネジメントの実現に向けた検討

◆エリアマネジメントを担う母体を検討するために考慮すべき視点

• エリアマネジメントの活動が行いやすい組織形態を取ること
• 住民や観光客にとって分かりやすい母体であること
• 倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例に則った認定法人であること
• 時間軸（少しずつあるべき体制を整えていく）の視点を持つこと

●エリアマネジメントを担う母体についてのシナリオ（案）

資料３

12

シナリオ１【既存組織活用型】

観光協会内にある「ひらふ部会」がエ
リアマネジメントを担う

シナリオ２【独立型】

新たにエリアマネジメント組織を立ち
上げる

シナリオ３【段階的検討型】

まず「ひらふ部会」がエリアマネジメ
ントを担い、観光協会の内部化が望
ましいのか、独立が望ましいのかを
検討した上で、その後の組織体制の
あり方について決定する

時間軸をもって検討することが望ましい事項 理由・考え方

エリアマネジメントの対象地区 樺山地区ではエリアマネジメントに対する拒否感が強いため、まずは山田地区からエリアマ
ネジメントをスタートさせてはどうか。
さらに、山田地区でも町内会の活動状況や地域の特性はそれぞれ異なる。

そこで、まずエリアマネジメントの成果が最も分かりやすく共有されるひらふ坂周辺を対象とし、
徐々に山田地区への拡張、最終的にはニセコひらふ地区全体へと拡張していくのはどうか。

エリアマネジメントで担う活動 最終的にはエリアマネジメント計画に基づいた活動の実施が求められるが、初期の段階では
早急に解決すべき問題から着手していってはどうか。

エリアマネジメント組織の組織体制 既存組織を活かす、あるいは新規組織を立ち上げるという2つの選択肢が考えられるが、組
織体制についても時間軸を持って検討してはどうか。

シナリオ１【既存組織活用型】 シナリオ２【独立型】 シナリオ３【段階的検討型】

観光協会内にある「ひらふ部会」が
エリアマネジメントを担う

新たにエリアマネジメント組織を立ち上げる
（≒「ひらふ部会」の独立）

まず「ひらふ部会」がエリアマネジメントを担い、
観光協会の内部化が望ましいのか、独立が望
ましいのかを検討した上で、その後の組織体
制のあり方について決定する

メリット • 組織・部署が既にあるので、組織立ち上げ
の労力がない

• 既存組織の内部で機能するため、住民や
事業者にとっては分かりやすい（何か起き
たときに1つの窓口に相談すれば解決してく
れるという安心感）

• 新たに組織を立ち上げるため、その準備に
時間を要する

• ニセコひらふ地区のエリアマネジメントに特
化した組織体になるため、組織の独立性や
自由度は高く、機動力のある組織運営をす
ることが可能である

• エリアマネジメントに関わる活動費用は町
役場から補助され、経理会計が明朗である

• 試行的な段階を経て関係者の合意を持っ
て望ましい組織体制を構築することができ
る

デメリット • 観光協会内の一組織であるため、ニセコひ
らふ地区特定の活動を展開するという観点
においては、組織内の合意形成が困難な
可能性がある。そのため、観光協会内での
ひらふ部会の独立性が確保されることが望
ましい

• 観光協会の役割は倶知安を対外的に発信
することであり、エリアマネジメントの活動と
は性質の異なるが、そういった機能が観光
協会内に存在することに対する是非がある

• エリアマネジメントに関わる活動費用は町
役場から補助されるが、本来の事業経費と
の仕分けが困難になる可能性がある

• 新たに組織が立ち上がるため、住民や事
業者にとっては分かりにくい（何か起きたと
きにどこに相談すれば良いのかを住民が
判断しなければならない）

◆エリアマネジメントの実現に向けた検討

●３つのシナリオのメリット・デメリット

資料３
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第1段階
準備期・試験運用期

第2段階
組織体制検討期

第3段階
本格稼働期

第4段階
成熟期

シナリオ１

既存組織
活用型

• ひらふ部会をエリアマネジメントを担当する部署として位置
づける

• ひらふ部会の観光協会内における独立性確保の方法を検
討する

本格稼働を始める
行政の認定を受けたエリアマ
ネジメント計画に従った事業を
展開する

シナリオ２
独立型

• 組織形態（ＮＰＯ・社団等）を検討し、法人化する
• 必要な人材、財源を集める

本格稼働を始める
行政の認定を受けたエリアマ
ネジメント計画に従った事業を
展開する

シナリオ３

段階的検
討型

• ひらふ部会をエリアマネジ
メントを担当する部署とし
て位置づける

• ひらふ部会の観光協会内
における独立性確保の方
法を検討する

準備期・試験運用期に観光協
会内で活動した結果、課題や
利点を評価する。

1. 観光協会から独立した組
織

2. 観光協会内で組織化

のいずれの方法が望ましいか
を検討する

第2段階の検討結果を踏まえ

て構築された組織を立ち上げ、
本格稼働を始める

（組織形態の検討や人材確保
が必要）

行政の認定を受けたエリアマ
ネジメント計画に従った事業を
展開する

対象地区 ひらふ坂周辺に限定する ひらふ坂周辺に限定する
ひらふ坂周辺～字山田地区
全体へと拡大していく

（必要に応じて樺山地区へと
拡大）

活動
早急に解決すべき課題に着
手する

エリアマネジメント計画を作成
する

エリアマネジメント計画に則る エリアマネジメント計画に則る

◆エリアマネジメントの実現に向けた検討 資料３

●各シナリオの進め方（例）

14

◆本日の会議でご議論いただきたい点 資料３

１） 観光協会やＮＰＢとエリアマネジメントの目指す役割の棲み分けについて

観光協会やＮＰＢ ： 観光客を対象とした事業を行うことが目的
エリアマネジメント ： 住民や地域を対象としたまちづくり機能に特化し、地域価値の向上に資する活動を行うことが目的

２）エリアマネジメントによって取り組む事業項目のイメージについて（※昨年度報告書からブラッシュアップ）

●地域の将来像を構築し、その実現を住民と共に目指す
●魅力ある空間作り（花壇・ゴミ拾い・イルミネーション等）
●地域イベントの実施
●コミュニティ形成・強化
●住民同士の交流促進
●地域要望の行政への伝達
●地域ルールの伝達・徹底
※より具体的な内容についてはエリアマネジメント計画策定時に検討されることとなる

３）行政が取り組む具体的な事業のイメージについて

４）エリアマネジメントを進めていくための手順・プロセスについて

15

総合政策課・その他関係各課 観光課

●防犯灯整備
●交通問題の解消
●開発の規制・コントロール
●不法建築の取り締まり
●条例・要綱違反の取り締まり
●ロードヒーティングの財源問題の検討・解決
●ゴミ問題への協力
●都市計画区域化の検討と財源確保
●景観規制の見直し・検討
●税の使途の見直し

●エリマネ活動への参加・支援・協力（人的・財源的・
専門的支援）
●ひらふ地区のグランドデザイン検討
●道・国への働きかけ
●その他

●観光統計の正確性向上
●経済波及効果の測定
●観光客動向調査
●エリマネ活動への参加・支援・協力
●その他
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7-5 第 3回検討会議 

(1) 会議内容 

<資料説明> 

・本日の会議の位置づけ 

・今後に向けた検討事項 

・10 月～11 月の役場と地域との打ち合わせについて 

<意見交換> 

・組織立ち上げに向けた検討事項 

(2) 会議資料 

資料１ 第 3 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議資料一式 

資料２ 第 2 回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議録 

 

以下に資料 2 を添付する。 

 

 

平成28年度 第3回ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議 資料

２０１６年11月28日（月）
１４：００～１６：００

俱知安町役場3階会議室

1
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本日の会議の位置づけ

事務局打ち合わせ 「地域懇談会について」
・町としての方向性の確認
・地域懇談会の進め方（内容・構成）

4/25

第１回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「地域懇談会について」
・地域懇談会の進め方（内容・構成）5/31

地域懇談会の開催・意見交換会6/1

第２回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「行政・住民・エリマネ組織の役割検討①」
・地域懇談会や委員ヒアリングを踏まえたエリマネ組織の検討

9/30

第３回 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議
議題：「行政・住民・エリマネ組織の役割検討②」
・地域と町役場との調整経過の共有
・組織立ち上げに向けた進め方・検討事項の確認

11/28

平成28年度検討の到達点：
エリアマネジメント組織の機能が見えている→前回議論
エリアマネジメント組織の活動財源の目処が立っている→町税

●平成28年度の進め方（案）●中期的に見た平成28年度の位置づけ

平成27年度 • 行政主体で構想策定

平成28年度 • 行政主体で策定した構想を関係者に開く

• 関係者の意見を踏まえて構想をブラッシュアップさ
せる

• 行政がすべき事業／エリマネがすべき事業の線
引きを図り、合意を得る

• エリアマネジメント組織の役割を明確化する

• エリアマネジメント組織に相応しい人材や財源に
ついて検討する

• エリアマネジメント組織が立ち上がる（※本事業の
範囲外）

平成29年度 • エリアマネジメント計画を策定する
• エリアマネジメント計画に基づいて事業が始まる
• 行政がすべき事業の実施が始まる

平成30年度 • エリアマネジメント組織が本格的に機能する

2

前回会議の振り返り

3

●前回会議で出された、今後のエリアマネジメントを考える上で重要な論点

• 9月30日の検討会を踏まえて行政と地域とで具体化に向けた議論を個別に進めていただき、次回会議に報告いただきたい（小磯座長）

【エリマネ組織の位置づけについて】

• 長期的な観点で見れば、観光協会と観光課が一帯となった「観光局」の設立が望ましく、それについては皆同意である。しかし、喫緊の課題解
決として、エリアマネジメント組織は必要である。

• エリアマネジメント組織は行政が担えない部分を補う役割を持ち、地域の魅力向上のために活動を行うべきである。

【エリマネ組織の活動範囲・主体について】
• エリアマネジメント組織の活動の対象エリアをどう考えるか？樺山や町内会が機能している第4町内会エリアをどうするか？
• 町内会とエリアマネジメント組織との整合について。町内会を廃止することはできるのか？
• 索道会社である東急不動産の積極的な関与（財源面を含め）が必要ではないか？

【エリマネ組織の立ち上げ方について】
• 組織立ち上げ時には観光協会の「ヤドカリ方式」が良いのではないか？
• 今（今年度）が既に準備段階の時期ではないか。独立を前提に進めるべき。

【エリマネ組織の財源について】
• エリアマネジメント組織を支援するための町の財源について
• 町としては支援する腹を決めたというメッセージを我々は受け取ったつもりだ。だから、それができるまでは人件費の手当ても、最低限かも知れ
ないが、事業の内容にかかる費用であっても、町が負担して支援していくのだと町長は仰った。町が今の財源の中で出していくという支援をい
つまでも続けて良いわけではないので、財源確保のためのワーキンググループを作って、法定外目的税などで、それができるように進めていく
のだということだと理解している。

• 組織形態は町が財政支援しやすい形態が望ましい。

【行政に期待されること】
• エリアマネジメント組織の活動の前提として、行政が行政としての役割を担うことがあるので、しっかりと仕事をしていただきたい。

• 防犯灯は町内会で整備して、町が補助するという仕組みであるが、それ以外については、まさに行政の責任ですべき方向性だと思うので、そこ
はしっかりやらなければならないと思う。権限がある行政側としての役割をもっと強めなければならない。

• 観光は特別、ひらふは特別だということを町民にも見せることを、役場的にしていかないと駄目ではないか。
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エリアマネジメント組織の立ち上げに向けて

4

●本日ご報告いただきたい事項

• 9月30日の第2回会議後、本日（11月28日）の第3回会議までの、役場と地域との調整・検討の状況について

• ニセコひらふ地域の関係者のエリマネ組織立ち上げに対する意見・期待等

• エリアマネジメント組織の活動内容について

• エリアマネジメント組織の組織形態について

• エリアマネジメント組織の予算規模について

• エリアマネジメント組織の対象とするエリアについて

• 町内会とエリアマネジメント組織の整合性について

• 今後検討しているスケジュールについて

本日検討したい事項：

• 具体的に組織立ち上げに向けて検討すべき事項の確認
• 組織立ち上げに向けた具体的なスケジュールについて

12月以降 具体的な準備へ

エリアマネジメント組織の立ち上げに向けて

5

●組織立ち上げに向けたステップ

エリマネ組織立ち上げ前検討

組織の法人化

エリアマネジメント計画の策定

エリアマネジメント法人の認定
エリアマネジメント計画の認定

エリマネ組織の活動開始

Step1

Step2

Step3

Step4

Step5

組織目的や組織の活動内容、組織形態の検討等を行う。
行政に期待される役割の具体的な方向性を決定する。
住民に対する周知も必要であろう。

組織の法人化に必要な書類の作成や申請手続きを行う。
一般社団法人・一般財団法人の場合、申請手続きは1ヶ月程度。
書類作成等で時間を要すると考えられる。

エリアマネジメント計画（単年度、3カ年、5カ年）を策定する。

エリアマネジメント計画の策定にあたっては、エリマネ組織の経営ビジョンや中
期経営計画との整合を図る必要がある。
資金調達計画についても策定が必要である。

エリアマネジメント法人及び計画の認定を受ける。
（→法人及び計画の認定手続きはどのようになっているか？）
※組織の法人化後、先に法人の認定を受けても良い。

計画に則ったエリマネ組織の活動開始
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エリアマネジメント組織の立ち上げに向けて

6

●組織立ち上げに向けた具体的なTODOリスト

No. TODO 実施者・検討者※ 備考

エリマネ組織立ち
上げ前検討

1 どういう活動をする組織を目指すか？（組織のビジョン） ひらふ地区の方々 これまでの議論を踏まえる

2 具体的にどのような活動をどの範囲で実施するか？ ひらふ地区の方々 これまでの議論を踏まえる

3 そのためにはどのような組織形態が望ましいか？ ひらふ地区の方々

4 エリアマネジメント組織立ち上げに対するひらふ地区の住民の理解 ひらふ地区の方々

5 組織の事務局は誰が担うか？人材確保、人員体制 ひらふ地区の方々 法人申請時には必須

6
行政がニセコひらふ地区を特別な区域としてサポートすることを町民
に発信

行政

7 行政として果たすべき役割の方針検討・実施 行政

組織の法人化

8 決定した組織形態の法人を立ち上げるための情報収集 ひらふ地区の方々 ※詳細は別紙

9 法人の定款の作成とそれに係る様々な準備 エリマネ組織

10 組織の目的・名称・事務所・設立者・理事等の検討・決定 エリマネ組織

11 法人登記に必要な書類の作成 エリマネ組織

12 法人の登記 エリマネ組織

エリアマネジメント
計画の策定

13 組織の経営計画（ビジョン・中期経営計画等）の策定 エリマネ組織

14 エリアマネジメント計画の策定 エリマネ組織

15 エリアマネジメント計画の地域住民への周知・合意（5カ年計画） エリマネ組織

エリアマネジメント
法人・計画の認定

16 行政に対してエリアマネジメント法人の認定を申請 エリマネ組織

17 行政に対してエリアマネジメント計画を提出 エリマネ組織

18 エリアマネジメント法人を認定 行政

19 エリアマネジメント計画を認定 行政

20 行政からエリアマネジメント組織に対する財政支援 行政

その他
21 活動財源（行政の補助金予算）はどの程度か？必要財源の予算化 行政 いつのタイミングか？

22 中長期的なエリマネ組織支援方法を検討 行政 継続的な検討が必要

※行政はひらふ地区の方々の検討をサポートする

エリアマネジメント組織の短期ロードマップ（案）

7

2016年
12月

2017年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

設立前検討

法人化

エリマネ計画の策定

2017年4月に
法人設立

※時間的には厳
しいか

法人
設立

法人と
計画
認定

エリアマネジメント組織起動

2017年6月に
法人設立

※時間的にはゆ
とりあり。法人設
立と計画認定を
同時期に可能

2017年9月に
法人設立

※時間的にはゆ
とりあり。法人設
立と計画認定を
同時期に可能

準備期間中に暫
定的な活動も可
能か？

法人
設立

法人と
計画
認定

設立前検討

法人化

エリマネ計画の策定

法人
設立

法人と
計画
認定

設立前検討

法人化

エリマネ計画の策定 エリアマネジメント組織起動

エリアマネジメント組織起動
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エリアマネジメント組織長期ロードマップ（案）

8

2017年
（H29)

2018年
（H30)

2019年
（H31)

2020年
（H32)

2021年
（H33)

社会資本総合整備計画（前期） 社会資本総合整備計画（後期）

倶知安町観光振興基本計画
新観光振興基本計画策定？

年度計画 年度計画 年度計画 年度計画 年度計画

中期計画（3カ年）

全体計画

新観光振興基本計画？

エリマネ組織を
位置づける

エリマネ組織を
位置づける

第5次倶知安町総合計画（後期）

ソフトからソフト＆ハード事業へ
ニセコひらふの一部のエリアから全エリアへ

2022年
（H33)

第6次倶知安町総合計画（前期）

次期中期計画（3カ年）

次期全体計画

年度計画

（実績報告書） （実績報告書） （実績報告書） （実績報告書） （実績報告書） （実績報告書）

エリマネ組織立ち上げ前検討：組織の活動内容

9

対観光客
対住民
対地域

行政

民間

●地域の将来像を構築し、その実現を住民と共に目指す
●魅力ある空間作り（花壇・ゴミ拾い・イルミネーション等）
●地域イベントの実施
●コミュニティ形成・強化
●住民同士の交流促進
●地域要望の行政への伝達
●地域ルールの伝達・徹底

エリアマネジメントを
担う組織

地
域
の
魅
力
作
り

●俱知安の発信（国内）
●ニセコの発信（海外）
●マーケティング
●観光客への情報提供（観光案内を含む）
●苦情対応
●エリマネ活動への参加・支援・協力

●交通問題の解消
●開発の規制・コントロール
●不法建築の取り締まり
●条例・要綱違反の取り締まり
●ロードヒーティング財源の解決
●ゴミ問題への協力
●都市計画区域化の検討と財源確保
●景観規制の見直し・検討
●税の使途の見直し
●エリマネ活動への参加・支援・協力
（人的・財源的・専門的支援）
●ひらふ地区のグランドデザイン検討
●道・国への働きかけ
●その他

●観光統計の正確性向上
●経済波及効果の測定
●観光客動向調査
●対外発信への協力
●エリマネ活動への参加・支援・協力
（人的・財源的・専門的支援）
●その他

地
域
の
魅
力
発
信

地
域
の
魅
力
作
り
を
支
え
る

地
域
の
魅
力
発
信
を
支
え
る

エリアマネジメントが機能するフィールド
＝まちづくりに資する活動・地域の価値向上に資する活動 且つ 行政には担えない事業の実施

エリアマネジメント以外の方法・組織がカバー
すべきフィールド

●エリアマネジメント組織の位置づけ

第2回検討会を踏まえて修正

町内会
観光協会
ひらふ部会

ＮＰＢ
（海外向け）

観光協会
（国内向け）

倶知安町
総合政策課・
その他関係課

倶知安町
観光課

●防犯灯整備
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エリアマネジメント計画の策定に向けた考え方：エリアマネジメント組織の経営計画について

10

●組織の一般論

①組織の経営理念（使命、存在意義）
②行動指針・価値観

⑤ビジョン
⑥基本方針・目標
⑦実施施策

中期経営計画
⑧重点事業
⑨基本方針・実施施策に基づく事業

事業計画
⑩重点事業
⑪基本方針・実施施策に基づく事業

③外部環境 ④内部環境

• 組織が進むべき方向と目標を実現するために戦略を具体化した中期経営計画（3～5年）を策定する必要がある。
10年程度の長期計画もあれば望ましいが、中期経営計画は、3～5年後の組織の「こうありたい」 というビジョンを

明確にし、それを実現するための戦略を策定し、業務活動に落とし込むという経営サイクルを回すための設計図で
あり、経営活動の基本となる（マスネット研究所）。

• エリアマネジメント組織のように、地域に根ざした活動を行う組織にとっては、明確なビジョンを地域に対して発信
することが大切であろう。

11

●組織の一般論

ビジョン

①組織の経営理念（使命、存在意義）
②行動指針・価値観

③外部環境

④内部環境

⑤ビジョン
⑥基本方針・目標
⑦実施施策

中期経営
計画

⑧重点事業
⑨基本方針・実施施策に基づく事業

事業計画
⑩重点事業
⑪基本方針・実施施策に基づく事業

定款

組織目的

事業内容 3カ年計画

単年度計画

5カ年計画

原則として不変

●経営理念、ビジョン、基本方針、計画、行動指針の捉え方

ビジョン
（Vision）

基本方針
（Policy）

計画
（Plan）

経営理念
（Mission）

行動指針
（Value）

存在意義、使命
何のために存在しているか

目指すべき姿
いつまでに、組織をどのような状態にしたいか？

取るべき方向性
実現するためにどのような方向性で進めるか？

方針に沿った道筋
何をいつまでにどのような順序で進めるか？

価値観
何を大切にしてどのような行動を取るか？

エリアマネジメント計画の策定に向けた考え方：エリアマネジメント組織の経営計画について
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12

第7条 認定法人は、次に掲げる事項についてエリアマネジメント計画を策定しなければならない。
(1) エリアマネジメント計画の名称
(2) エリアマネジメント計画の対象となる地区及び範囲
(3) エリアマネジメント活動の目的、目標及び方針
(4) エリアマネジメント活動の事業計画及び資金調達計画を含む収支計画
(5) その他エリアマネジメント活動を推進するために必要な事項
2 作成するエリアマネジメント計画の期間は、全体計画(5年)、中期計画(3年)、年度計画(1年)とし、年度計画は毎年度策定するものとする。
3 認定法人は、エリアマネジメント計画を作成しようとするときは、あらかじめ、地区住民等に当該計画案を周知し、理解を得るために必要
な措置を講じなければならない

●倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例

●倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例に基づくエリアマネジメント計画とエリアマネジメント組織のビジョン・中期
経営計画

ビジョン

①組織の経営理念（使命、存在意義）
②行動指針・価値観

③外部環境 ④内部環境

⑤ビジョン
⑥基本方針・目標
⑦実施施策

中期経営
計画

⑧重点事業
⑨基本方針・実施施策に基づく事業

事業計画
⑩重点事業
⑪基本方針・実施施策に基づく事業

エリアマネジメント組織の経営計画 エリアマネジメント計画の対応

年度計画（1年）

参
照
し
て
作
成

中期計画（3年）

対象となる地区・範囲
目的、目標及び方針

目的、目標及び方針
資金調達計画
全体計画（5年）

参照して反映

参照して反映

エリアマネジメント計画の策定に向けた考え方：エリアマネジメント組織の経営計画について

13

表現イメージ 内容

経営理念、
使命、存在
意義

私たちは～～
に貢献します

設立者の想い、重視している考え方
この組織はなぜここに存在するのか、存在の目的は何か
時間の限定なし、永続的なもの
●ミッションとは企業の存在にとっての目的あるいは理由のこと。その指し示す範囲は狭い場合も広い場合もある

●ミッションとは特定の職業が奉仕すべきニーズ、核となる技能、その職業を規定する基盤となる価値観などを完結に
記述したもの。つまり、その職業が競争力を発揮すべく選択した領域や、その職業がその領域で成功できるようにする
特質
●ミッションとは、ある組織特有の永続的な目標を明確に記述した公式の文書

●ミッションとは、なぜわれわれは存在するのか？われわれの目的は何か？われわれは何を達成したいのか？といっ
た質問に答える記述である
●ミッションとは、ある組織の存在理由、組織のアイデンティティーを表わし、目的と焦点、方向性を明文化したもの

●ミッションとは事業の目的、競争力の基盤、主な競争分野を定義し、企業の主要目標、価値の定義も含んだ記述であ
る

行動指針、
価値観

～～します この組織はどのような価値観・哲学を持って行動するか、しているのか

●バリューとは、時代を越えて企業が経営活動を続けていくときに、守るべき“原則”、“価値観”であり、創業の精神から
切れることなく受け継がれる内容のものである。

●バリューとは、企業が存続している間にめったに変えるものではない。仮に変わるとしても、ミッション、ビジョンよりも、
より長いスパンで見直されるべき性格のものである。
●バリューとは、自社を取り巻く経済、市場、技術などの諸環境が激変したときに、エンジンとして機能する。
●バリューとは、市場での競争力を損なう可能性があっても放棄しない価値観、信条

●バリューとは、企業行動の指針（経営の姿勢）を表現するだけでなく、企業の構成員が備えるべき人材要件（あるべき
人材像）についても表現する。

ビジョン ～～する組織
を目指します

将来のあるべき姿、方向性、将来展望
組織はどこに向かうのか？
●ビジョンとは感情的に追求される最終目標を表現している
●ビジョンとは組織が次の５～１０年間にわたる意思決定を行うための方位磁石
●ビジョンとは、事業を行う領域を定義し、顧客との関係を規定し、企業の戦略的な方向性を詳細化するものである

●ビジョンとは組織の長期的な目標を記述したものであり、組織全般に心の底からの感情とインスピレーションをかき立
て、未来を有意義な現実にすべく全員が鼓舞されるような共通の自己了解と挑戦目標を作り出すものである

方針 ～～します ビジョン達成のための方針

参考：http://blog.goo.ne.jp/toyokozy/e/2138bf7e44414f98c12287e44da514a9

エリアマネジメント計画の策定に向けた考え方：エリアマネジメント組織の経営計画について
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【参考資料】エリマネ組織立ち上げ前検討：組織形態１

14

http://syadan.office-saito.jp/shadan-zaidan/

法人格
一般社団法人
一般財団法人
（一般法人）

公益社団法人
公益財団法人
（公益法人）

ＮＰＯ法人 認定ＮＰＯ法人

根拠法
一般社団法人及び一般財団法

人に関する法律
公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律

特定非営利
活動促進法

特定非営利
活動促進法

事業内容
公益事業
収益事業

23の公益目的事業
17の特定非営利事業
その他の事業

17の特定非営利事業
その他の事業

設立手続 設立登記のみ
一般法人設立後に行政庁に公

益認定申請
所轄庁の認証後に

設立登記
設立後に所轄庁に

申請

設立時
資金・基金

社団 不要
財団 300万円以上 一般法人と同じ 不要 不要

社員又は
設立者数

社団 2人以上
財団 設立者1人以上 一般法人と同じ 10人以上 10人以上

理事数
社団 理事会設置なら

3人以上
財団 3人以上

一般法人と同じ 3人以上 3人以上

監事数
社団 理事会設置なら

1人以上
財団 1人以上

一般法人と同じ 1人以上 1人以上

会計監査人
基本的には不要

大規模法人なら1人以上
基準を超えたら

1人以上設置 不要 不要

評議員
社団 不要
財団 3人以上 一般法人と同じ 不要 不要

決定機関
社団 社員総会
財団 評議員会

一般法人と同じ 社員総会 社員総会

出典：「一般社団法人・一般財団法人設立完全マニュアル」(福島達也、学陽書房)をもとにJTBF修正

【参考資料】エリマネ組織立ち上げ前検討：組織形態２

15

http://syadan.office-saito.jp/shadan-zaidan/

法人格
一般社団法人
一般財団法人
（一般法人）

公益社団法人
公益財団法人
（公益法人）

ＮＰＯ法人 認定ＮＰＯ法人

所轄庁 なし なし
都道府県庁

又は政令指定都市
都道府県庁

又は政令指定都市

監督 なし 都道府県庁又は内閣府 所轄庁と同じ 所轄庁と同じ

許認可等
定款認証

(公証役場)
公益性の認定のみ

(都道府県庁又は内閣府)
認証

(所轄庁)
認定

(パブリック・サポート・テスト等)

設立難易度 やさしい かなり難しい 比較的簡単 認定はかなり難しい

設立期間 1ヵ月程度
認定に相当期間

(新規設立の場合は
一般法人設立後)

約2ヵ月～4ヵ月 設立1年後から

公益性への
信頼度

なし 公益性高い ある程度はあり 公益性有

税制優遇
課税・非課税
に2分

原則非課税
公益目的以外課税

原則非課税
収益事業課税

原則非課税
収益事業課税

法人税率(*1) 25.5％ 25.5％ 25.5％ 25.5％

寄附金優遇
課税・非課税
で2分 あり なし 税額控除も有

報告 なし
公益性判定のために毎年度行

政庁に提出
国民閲覧のために
毎年度所轄庁に提出

国民閲覧のために
毎年度所轄庁に提出

法人格取消し なし
公益性不認証で
一般法人

認証取消しで解散 認証取消しで解散

出典：「一般社団法人・一般財団法人設立完全マニュアル」(福島達也、学陽書房)をもとにJTBF修正
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【参考資料】エリマネ組織立ち上げ前検討：組織形態

16

比較の視点 一般社団法人 一般財団法人

法人格の対象 人の集合 財産の集合

社員 最低２名以上 社員（構成員）は存在しない。

財務に関する規制 無し 純資産が最低３００万円以上必要

最低必要な人数・頭
数

２名 →社員２名・理事１名（社員は理事を兼ねる） ７名 →理事３名・評議員３名・監事１名

評議員 無し（法律上の制度として存在しない） 最低３名以上

最高意思決定機関 社員総会 評議員会

理事会設置の必要性 任意 必ず設置

業務執行の決定機関

理事会を設置するかどうかで異なる。
理事会を設置しない場合は、理事の過半数又は社員総
会が全て決定。
理事会設置の場合は、理事会。

理事会（一般財団法人は、理事会設置が義務付けられる）

法人の代表権

理事会を設置するかどうかで異なる。
理事会を設置しない場合は、原則として各理事が法人
を代表する。
理事会設置の場合は、理事会で選定した代表理事が法
人を代表する。

理事会で選定した代表理事が法人を代表する（一般財団法人は、
理事会設置が義務付けられる）。

監事
理事会を設置しない場合は、監事の設置は任意（監事
は無しでも可）。
理事会を設置する場合は、最低１名以上の監事が必要。

最低１名以上の監事が必要

定款の変更権限 社員総会の決議で変更が可能（目的変更を含む）

裁判所の許可がなければ目的及び評議員の選任・解任の方法は
変更できない。
設立者が評議員会の決議によって定款変更（目的及び評議員の
選任・解任の方法を含む）することを定めたときは、評議員会
の決議のみで変更できる。

解散の方法
社員総会の決議で解散できる（自主的な解散が可能）。
その他法定の解散事由で解散。

評議員会の決議で解散できない（自主的な解散はできない）。
純資産が２年連続３００万円を切ると法定解散 。その他法定の
解散事由で解散。

http://syadan.office-saito.jp/shadan-zaidan/

出典：「一般社団法人・一般財団法人設立完全マニュアル」(福島達也、学陽書房)をもとにJTBF修正

【参考資料】組織の法人化手続き（一般社団法人の設立に必要な書類）

17

http://syadan.office-saito.jp/shadan-zaidan/

No 書類名 必要部数 概要

1 定款認証の際
の委任状

1通 設立時社員全員で公証役場に出頭す
ることは難しいため、そのうちの1人か、
他の誰か1人を代理人とすることが一
般的で、その際、この委任状が必要

2 設立時社員及
び代理人の印
鑑証明書

全員部 設立時社員の押印を証明するために
印鑑証明書が必要。法人の場合、登記
事項証明書も必要。なお、代理人が設
立時社員以外の場合、代理人の印鑑
証明書と印鑑が必要

3 定款 3通 3通作成し、設立時社員全員の実印を
押印する。3通は法人保存用、法務局
提出用、謄本である。

4 設立登記申請
書

1通 代理人を立てる場合は、代理人の住所
氏名を記載し、委任状を作成する。通
常は、法人の実印があれば、代理人な
しで申請する。

5 設立時代表理
事、理事、監事
の就任承諾書

全員分 設立時の代表理事、理事、監事全員の
就任承諾書が必要。代表理事は理事
でもあるため、代表理事と理事の2通必
要。理事会を置かない法人は理事のみ。

6 設立時代表理
事の印鑑証明
書

1通 代表理事は他の理事や監事と違い就
任承諾書や印鑑届出書に実印を押印
するため必要。理事会を置かない法人
は、全員の印鑑が必要。

7 設立時代表理
事選定書

1通 代表理事の選任を証する書面として必
要。定款に記載があっても必要。

8 決議書（１） 1通 定款に主たる事務所の具体的地番を
記載しなかった場合、設立時社員全員
で事務所所在地を証明する書面として、
決議書を作成する。定款に記載があれ
ば不要

No 書類名 必要部数 概要

9 決議書（２） 1通 定款に理事や監事を記載しなかった場
合、理事・監事の選任を証する書面が
必要となり、決議書等を作成する。定
款に記載があれば不要。

10 OCR用紙 数枚 法務局に所定のB5版の登記用紙があ

り、登記事項を記載する。規格が同じ
であればコピー用紙に印刷することも
できる。

11 印鑑届書 1通 法務局に所定の用紙があり、法人の実
印になる法人代表印を押印して届け出
る。

12 その他 必要数 代理人が申請する場合は委任状が必
要。会計監査人を置く場合は、就任承
諾書等が必要となり、監査法人の場合
は登記事項証明書が必要。

No.1~No.3は公証役場に提出する。
公証役場で認証を受けたNo.3とNo4~No.12は法務局に提出する。

出典：「一般社団法人・一般財団法人設立完全マニュアル」(福島達也、学陽書房)をもとにJTBF修正
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【参考資料】組織の法人化手続き（一般財団法人の設立に必要な書類）

18

http://syadan.office-saito.jp/shadan-zaidan/

No 書類名 必要部数 概要

1 定款認証の際
の委任状

1通 設立時社員全員で公証役場に出頭す
ることは難しいため、そのうちの1人か、
他の誰か1人を代理人とすることが一
般的で、その際、この委任状が必要

2 設立者及び代
理人の印鑑証
明書

全員分 設立者の押印を証明するために印鑑
証明書が必要。法人の場合、登記事項
証明書も必要。

なお、代理人が設立者以外の場合、代
理人の印鑑証明書と印鑑が必要。

3 定款 3通 3通作成し、設立者全員の実印を押印
する。3通は法人保存用、法務局提出
用、謄本である。

4 設立登記申請
書

1通 代理人を立てる場合は、代理人の住所
氏名を記載し、委任状を作成する。通
常は、法人の実印があれば、代理人な
しで申請する。

5 代表理事、役員
等の就任承諾
書

全員分 設立時の代表理事、理事、監事、評議
員全員の就任承諾書が必要。代表理
事は理事でもあるため、代表理事と理
事の2通必要。

6 代表理事の印
鑑証明書

1通 代表理事は他の理事や監事、評議員
と違い就任承諾書や印鑑届出書に実
印を押印するため必要。

7 設立時代表理
事選定書

1通 代表理事の選任を証する書面として必
要。

8 財産拠出の履
行証明書

1通 設立者が合計して300万円以上拠出し

たことを証明するため、この書面と金融
機関発行の取引明細書又は通帳の写
しを添付する。

No 書類名 必要部数 概要

9 決議書 1通 定款に評議員、理事、監事を記載しな
かった場合、評議員、理事、監事の選
任を証する書面として、また、主たる事
務所の具体的地番を記載しなかった場
合も、事務所所在地を証する書面とし
て、この決議書が必要。どちらも定款に
記載があれば決議書は不要。

10 OCR用紙 数枚 法務局に所定のB5版の登記用紙があ

り、登記事項を記載する。規格が同じ
であればコピー用紙に印刷することも
できる。

11 印鑑届書 1通 法務局に所定の用紙があり、法人の実
印になる法人代表印を押印して届け出
る。

12 その他 必要数 代理人が申請する場合は委任状が必
要。会計監査人を置く場合は、就任承
諾書等が必要となり、監査法人の場合
は登記事項証明書が必要。

No.1~No.3は公証役場に提出する。
公証役場で認証を受けたNo.3とNo4~No.12は法務局に提出する。

出典：「一般社団法人・一般財団法人設立完全マニュアル」(福島達也、学陽書房)をもとにJTBF修正

【参考資料】全国のエリアマネジメント組織

19

調査方法・対象：

都市再生整備計画の区域内のエリアマネジメント活動について、「国
土交通省都市局まちづくり推進課」等により実施されたアンケート調
査の回答のうち、組織、活動内容、財源調達、エリアマネジメントの効
果について書き漏れなく回答された493団体

72%

11%

10%

2%

0%

0%

2%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

任意団体

一般NPO

株式会社

一般社団

公益社団

認定NPO

商店街組合又は連合会

その他

法人形態

50%

50%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

専用の拠点(事務局)有り

専用の拠点(事務局)無し

事務局

8%

22%

4%

4%

12%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

会員企業・会員団体等の派遣有り

専属の雇用有り

自治体等の公的団体からの派遣

商工会議所等の民間団体からの派遣

その他

事務局の人材

65%

35%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

民間発意

公共発意

設立の経緯

40%

20%

19%

6%

6%

9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

月複数回以上

2月に1回程度

2～3ヶ月に1～2回程度

半年に1回程度

年1回程度又はそれ未満

不明

活動頻度

宋俊煥・泉山塁威・御手洗潤（2016），組織・活動特性から見た我が国のエリア
マネジメント団体の類型と傾向分析 –全国の「都市再生整備計画」の区域を対
象として- 公益社団法人日本都市計画学会都市計画路文集Vol.51, Noi3 2016
年10月 よりJTBF作成
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【参考資料】全国のエリアマネジメント組織

20

41%

57%

19%

4%

1%

5%

9%

8%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

会員や地権者からの会費

その他の出捐金

自治体からの補助金、委託金等

イベント・アクティビティによる収入

情報発信による収入

防災・防犯、環境維持による収入

民間の公的利活用による収入

公共施設・公共空間の整備・管理によ

る収入

寄付金

その他

財源調達

22%

31%

19%

1%

0%

4%

2%

3%

0%

16%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

まちなみ景観

にぎわいや集客

住民等の意識向上ネットワーク形成

賃料や空室率等の不動産

消費活動や売上、雇用

防災・防犯・安全

公共施設管理費等の財源負担の軽減

地域の知名度向上等

地域間競争力

その他(無応答含む)

エリアマネジメントの最も大きな効果

40%

34%

37%

13%

52%

5%

17%

20%

14%

26%

14%

7%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

まちづくりビジョン・ルール等

情報発信

防災・防犯、環境維持

民間の公的利活用

イベント・アクティビティ*1

マルシェ**1

物販・飲食事業(オープンカフェ含む)**1

芸術・文化・教育**1

その他**1

公共施設・公共空間の整備・管理*2

指定管理**2

指定管理以外の管理**2

整備(新築、改装等)**2

主な活動内容調査方法・対象：

都市再生整備計画の区域内のエリアマネジメント活動について、「国
土交通省都市局まちづくり推進課」等により実施されたアンケート調
査の回答のうち、組織、活動内容、財源調達、エリアマネジメントの効
果について書き漏れなく回答された493団体

宋俊煥・泉山塁威・御手洗潤（2016），組織・活動特性から見た我が国のエリア
マネジメント団体の類型と傾向分析 –全国の「都市再生整備計画」の区域を対
象として- 公益社団法人日本都市計画学会都市計画路文集Vol.51, Noi3 2016
年10月 よりJTBF作成
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7-6 ニセコひらふエリアマネジメント推進検討会議の検討結果（6-7への対応） 

 

 6-7 に整理した、住民懇談会を踏まえて検討が必要な事項について、ニセコひらふエリアマネジメント推

進検討会議の検討結果を簡潔に記す（「第Ⅰ部エリアマネジメントのあり方」と一部内容が重複する）。 

 

①ニセコヒラフ地区の魅力向上という観点におけるエリアマネジメントの位置づけ 

ニセコひらふ地区に関係する既存組織をその取り組みによって整理した。その結果、 

・民間による対観光客（対外）向けの取り組み 

・民間による対住民、対地域（対内）の取り組み 

・行政による対住民・対地域（対内）の取り組み 

・行政による対観光客向けの取り組み 

の 4 種類に分けられることを提示した。行政による取り組みは民間の取り組みを支える役割を持つこと

が確認された。 

このなかで、「地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者

等による主体的な取り組み」と定義されるエリアマネジメントの活動は、「民間による対住民、対地域（対

内）の取り組み」に該当するものである。 

会議では、観光協会や NPB の取り組みとの棲み分けについての議論がなされたが、観光協会や NPB が

対外的な発信をするのに対し、エリアマネジメントは対内的な取り組みをするという棲み分けをすること

が可能であるという点が提示され、委員会での合意を得た。 

 

②エリアマネジメント組織立ち上げの必要性の検討 

町内会や観光協会ひらふ部会は地域の魅力作りという点においてエリアマネジメントと同様の役割を担

うものであるが、いずれも機能の低下や十分な活動を行うことができていないと言う点で問題を持つとの

指摘が委員会にてなされた。確かに、現在の組織体制を更新・強化していく方法もあるが、既存の枠組み

の中で議論することには限界があり、エリアマネジメント組織として新たに組織を立ち上げ、地域の魅力

作りを推進していくことが望まれるという意見が強く、事務局としてもその意見を尊重した。 

また、倶知安町ニセコひらふ地区エリアマネジメント条例に則った町の支援を受けようとすると、「法人

格を有する団体であること（条例第 6 条(3)）」を満たす必要があり、その点においても独立性が求められる

ものだという判断がなされた。 

 

③行政が果たすべき役割 

 行政が果たすべき役割を検討するに当たっては、「行政による取り組みは民間（エリアマネジメント）の

取り組みを支える役割」であるという原則のもと、 

・これまで地元住民が行っていたが、本来は行政がすべき役割 

・行政にしか担えない役割 
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という観点から以下の事項を整理し、提示した。 

 

【地域の魅力づくり支援】 

(1)交通問題の解消・駐車場の検討 

(2)開発の規制・コントロール 

(3)手続き違反等建築物の指導是正 

(4)要綱の遵守徹底 

(5)ロードヒーティング財源の解決 

(6)ゴミ問題への協力 

(7)都市計画区域化の必要性についての検討 

(8)景観規制の見直し・検討 

(9)住居表示の検討 

(10)新たな税の検討 

(11)エリアマネジメント活動への参加・支援・協力 

(12)道・国への働きかけ 

(13)その他 

 

【地域の魅力発信支援】 

(1)観光統計の正確性向上 

(2)経済波及効果の測定 

(3)観光客動向調査 

(4)対外発信への協力 

(5)エリマネ活動への参加・支援・協力 

 

④（②で必要性があると判断された場合）エリアマネジメント組織の具体的な事業 

 前述の通り、エリアマネジメントを担うために独立した組織の必要性が同意を得た。その上で、エリア

マネジメント組織の担う具体的な事業（案）について、下記の 7 点に集約した。 

(1)地域の将来像を共有する 

(2)魅力ある空間づくり（花壇・ゴミ拾い・イルミネーション等） 

(3)地域イベントの実施 

(4)コミュニティ形成・強化 

(5)住民同士の交流促進 

(6)地域要望の行政への伝達 

(7)地域ルールの伝達 

 

⑤（③で必要性があると判断された場合）エリアマネジメント組織の体制 
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 前述の通り、エリアマネジメントを担うために独立した組織の必要性が同意を得た。その上で、組織に

必要な体制について案を提示した。具体的には、法人形態とそれに伴う制約や法人化手続きの違いの提示、

エリアマネジメント組織としての将来ビジョンや戦略など、組織計画を策定することの必要性、今後の具

体的スケジュールの考え方について提示を行った。 

 これらの提示内容を踏まえて、地域住民でエリアマネジメント組織の立ち上げについて議論することと

した。 
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